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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 （百万円） － － 23,414 42,904 80,406 110,783

経常利益 （百万円） － － 812 3,171 9,331 17,338

当期純利益 （百万円） － － 753 1,777 4,901 10,932

純資産額 （百万円） － － 1,614 3,413 16,226 26,409

総資産額 （百万円） － － 39,571 83,133 142,493 177,282

１株当たり純資産額 （円） － － 1,760,317.26 337,988.29 49,743.55 74,843.95

１株当たり当期純利益 （円） － － 798,872.01 195,229.75 17,228.61 32,166.40

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － 15,812.82 31,487.78

自己資本比率 （％） － － 4.1 4.1 11.3 14.6

自己資本利益率 （％） － － 59.7 70.7 50.3 52.0

株価収益率 （倍） － － － － 12.71 2.26

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － △13,656 △30,353 △53,793 △14,567

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － 22 △1,122 14 773

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） － － 10,660 31,918 55,498 15,176

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） － － 1,306 1,749 3,469 4,851

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

－

（　－）

－

（　－）

54

（　　29）

68

（　　20）

117

（　　15）

144

（　　23）

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第19期より連結財務諸表を作成しております。

３．第19期から第21期までの連結財務諸表については、旧証券取引法193条の２の規定に基づき新日本監査法人

の監査を受け、第22期の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日

本有限責任監査法人（平成20年７月１日付で新日本監査法人より名称変更）の監査を受けております。

４．第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

また、第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

５．第19期及び第20期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

６．当社は、平成17年６月１日付で株式１株につき10株の株式分割、平成18年９月14日付で株式１株につき５株

の株式分割、平成19年４月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 （百万円） 12,675 28,612 23,414 42,758 72,400 102,158

経常利益 （百万円） 448 274 901 3,329 9,176 17,646

当期純利益

又は当期純損失(△)
（百万円） 215 △662 800 1,905 4,869 11,080

資本金 （百万円） 50 50 50 82 4,120 4,169

発行済株式総数 （株） 1,000 1,000 910 10,100 323,500 346,925

純資産額 （百万円） 1,590 924 1,677 3,605 16,251 26,272

総資産額 （百万円） 29,175 41,142 35,772 76,137 131,621 168,825

１株当たり純資産額 （円） 1,590,479.94 924,808.87 1,829,130.61 356,940.43 50,236.92 75,729.26

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
－

（－）

－

（－）

－

（－）

13,500

(2,500)

2,800

(800)

4,600

(1,500)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
（円） 215,725.92 △662,384.50 848,766.38 209,378.74 17,116.79 32,600.48

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － 15,710.18 31,912.71

自己資本比率 （％） 5.5 2.2 4.7 4.7 12.3 15.6

自己資本利益率 （％） 14.6 △52.7 61.5 72.2 49.0 52.1

株価収益率 （倍） － － － － 12.79 2.23

配当性向 （％） － － － 6.4 16.4 14.1

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

37

（－）

45

(31)

54

(29)

68

(20)

117

(15)

139

(20)

　（注）１．第17期の売上高には消費税等が含まれておりますが、第18期以降の売上高には消費税等は含まれておりませ

ん。

２．第17期、第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

また、第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社

株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

３．第17期から第20期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第19期から第21期までの財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本監査法人の

監査を受け、第22期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限

責任監査法人（平成20年７月１日付で新日本監査法人より名称変更）の監査を受けておりますが、第17期、

第18期の財務諸表については、監査を受けておりません。

５．当社は、第16期末より旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」（以下、「同法」という。）

第１条の２第１項に規定された「大会社」に該当しておりますが、第17期においては、同法第２条第１項に

定める監査を受けておりません。

６．当社は、平成17年６月１日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。また、平成18年９月14日付

で株式１株につき５株の株式分割、平成19年４月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っておりま

す。
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２【沿革】

会社設立の経緯及びその後の事業内容の変遷

年　月 概　　　要

   昭和62年12月 東京都多摩市豊ヶ丘に個人向け不動産の管理を目的として、㈱フォレスト・アイを設立する。

   平成２年３月 東京都多摩市落合に本店を移転する。

   平成３年１月 ㈱プロパストに商号変更。東京都千代田区一番町に本店を移転する。

   平成３年２月 不動産鑑定業の免許を取得する。（東京都知事免許（５）第1135号）

   平成３年４月 宅地建物取引業の免許を取得する。（東京都知事免許（５）第61084号）

　 不動産の仲介・コンサルティング・不動産鑑定等を開始する。

   平成５年10月 東京都千代田区九段南に本店を移転する。 

平成６年１月 不動産関連業務の委託を目的として、㈱フォレスト・アイを設立する。 

平成６年３月 東京都日野市に初の新築戸建住宅を開発・分譲し、不動産開発事業に参入する。 

 平成７年６月  東京都中野区に初の新築マンションを開発する。

  平成８年２月 東京都中央区京橋のオフィスビル賃貸を開始し、賃貸その他事業に参入する。 

平成10年７月 東京都千代田区九段北に本店を移転する。

平成16年３月 東京都港区六本木に本店を移転する。 

平成17年１月 関係会社整備の一環として、㈱フォレスト・アイ（設立及び当社出資：平成６年１月）及び㈲音

羽女子学生会館（設立及び当社出資：平成13年３月）を吸収合併する。 

平成17年６月 土地再開発、収益不動産再生を目的とした資産活性化事業に参入する。

平成18年10月 一級建築士事務所登録（東京都知事登録第52707号）

平成18年12月 ジャスダック証券取引所に上場する。

平成19年９月 第二種金融商品取引業登録（関東財務局長（金商）第1675号）

平成19年11月 東京都千代田区霞が関に本店を移転する。
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３【事業の内容】

　　　当社グループは平成20年５月31日現在、当社及び連結子会社16社、持分法適用関連会社２社によって構成され、主に首

都圏で不動産開発事業、資産活性化事業、賃貸その他事業を展開しております。

　　　当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

 　 (1）不動産開発事業

　　　当社グループの不動産開発事業は、首都圏を中心としたデザインマンションの企画・開発・販売をコアビジネスとし

て、地域社会との融合を目指した開発を行っております。

　　　これまで都心エリアを中心に、DINKS向けデザインマンションの企画・開発・販売を手掛けてまいりましたが、現在、

周辺の首都圏エリアにも積極的に進出し、地域特性を活かし機能性を重視した郊外型ハイクオリティマンションの企

画・開発・販売も手掛けております。

　　　このように当社グループにおいては、エリアごとの特性を活かした複数の大規模マンションプロジェクトを同時に推

進すると共に、新たな開発用地の取得に注力しております。

　　　また、マンション企画・開発・販売に続くコアビジネスとして、オフィスビル企画・開発・販売、並びにマンションに

オフィス・商業施設等を配した複合施設の企画・開発・販売等を手掛けております。具体的には今後の当社グループ

の発展と業容拡大に寄与する新たなビジネス展開として、ニア・リゾート、SOHO等のプロジェクトも着実に進行して

おります。

　　　当社グループは、マンション企画・開発・販売においては画一的なデザインを排し、その地域、土地に調和した個性的

な企画設計を重視し、ネーミングもそれぞれのコンセプトに相応しい個別の名前を与えております。このような徹底

した拘りから、当社グループでは、自ら手掛けた物件を「作品」と呼んでおります。

 　 (2）資産活性化事業

　　　当社グループの資産活性化事業は、土地のポテンシャルを引き出す最適な区画形成を促す土地再開発及び資産価値の

劣化した建物のリニューアル・コンバージョンによる収益不動産再生を主たる事業領域としております。

　　　土地再開発は、複数の地権者ごとに個別に直接対応し、地道な調整作業に自ら関わることで、地権者ごとに個別に権利

調整を行い、常に地権者に利益を還元する形で調整を進めております。収益不動産再生は、必要な修繕・リニューアル

・コンバージョン等のハード再生とリーシング・管理システムの構築・警備防災設備等の強化を図るソフト再生に

より、コストパフォーマンスを重視した再生プランを施しております。

　　　このように当社グループにおいては、土地や建物の持つ潜在価値を引き出すと共に、スピード感を重視した事業展開を

もって、地域特性に最適な企画を付加することで案件の持つ価値を最大化し、短期間で最大限の利益獲得を可能にし

ております。また、自社の利益だけでなく、地域社会への利益還元によって都市の再構築に貢献しております。

 　 (3）賃貸その他事業

　　　当社グループの賃貸その他事業は、都心を中心に保有するオフィスビル・マンション・戸建住戸の賃貸及び管理を主

たる事業領域としております。賃貸不動産に対し、必要に応じたリニューアルとリーシングを施し、総合的なバリュー

アップを図ることで、比較的高い利回りを実現し、空室率を最小限に抑え、安定的な収益を生み出しております。  
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［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内
容

議決
権の
所有
割合
(％)

関係内容

（連結子会社） 　  　  　

㈲東雲レジデンシャルタ

ワー　(注)１

東京都

千代田区
3 不動産開発事業 －

有限責任中間法人東雲レジデンシャ

ルタワー開発研究会の全額出資会社

当社は匿名組合出資しております。

有限責任中間法人東雲レ

ジデンシャルタワー開発

研究会　(注)１

東京都

千代田区
5 不動産開発事業 － 当社全額出資

SSP特定目的会社　(注)１
東京都

千代田区
0 不動産開発事業 －

有限責任中間法人SSPの全額出資会社

優先出資割合：90.0％

有限責任中間法人SSP　(注)

１

東京都

千代田区
3 不動産開発事業 － 当社全額出資

三浦プロジェクト有限責

任中間法人　(注)１

東京都

千代田区
8 不動産開発事業 － 当社全額出資 

三浦初声特定目的会社　

(注)１

東京都

千代田区
0 不動産開発事業 －

三浦プロジェクト有限責任中間法人

の全額出資会社

㈲多摩永山情報教育セン

ター　(注)１

東京都

千代田区
3 資産活性化事業 －

有限責任中間法人多摩永山情報教育

センター研究会の全額出資会社

当社は匿名組合出資しております。

有限責任中間法人多摩永

山情報教育センター研究

会　(注)１

東京都

千代田区
6 資産活性化事業 － 当社全額出資

合同会社タワープレイス

東陽町
東京都

港区
1 資産活性化事業 100.0 当社全額出資

合同会社トラストワンビ

ル
東京都

千代田区 
0 資産活性化事業 100.0

当社全額出資

当社は匿名組合出資しております。 

有限責任中間法人青海

シーサイドプロジェクト

(注)１

東京都

千代田区 
3 不動産開発事業　 － 当社全額出資

合同会社青海シーサイド

プロジェクト(注)１

東京都

千代田区 
1 不動産開発事業　 －

有限責任中間法人青海シーサイドプ

ロジェクトの全額出資会社

当社は匿名組合出資しております。

合同会社九十九里シーサ

イドプロジェクト

東京都

千代田区 

　

1 不動産開発事業　 100.0 当社全額出資

有限責任中間法人厚木ビ

ジネスタワー(注)１

東京都

千代田区 

　　

3 資産活性化事業　 － 当社全額出資

合同会社厚木ビジネスタ

ワー(注)１

東京都

千代田区 

　　

1 資産活性化事業　 －

有限責任中間法人厚木ビジネスタ

ワーの全額出資会社

当社は匿名組合出資しております。　

株式会社ラクスマリーナ　 茨城県

土浦市　
30 不動産開発事業　 100.0 当社全額出資　

（持分法適用関連会社） 　  　  　

有明プロジェクト有限責

任中間法人　(注)２　

東京都

千代田区 
7 不動産開発事業 － 出資割合：35.0％

有明開発特定目的会社　

(注)２

東京都

千代田区 
0 不動産開発事業 －

有明プロジェクト有限責任中間法人

の全額出資会社 

優先出資割合：35.0％
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（注）１．議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

２．議決権の所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としておりま

す。

        ３．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

 当連結会計年度において、次の連結子会社が清算しております。

名称 住所
資本金

(百万円) 主要な事業内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容

 （連結子会社） 　  　  　

有限責任中間法人立川・武

蔵村山レジデンシャルパー

ク開発研究会　

東京都

千代田区 
6 資産活性化事業 －

当社全額出資 

平成19年９月20日清算結了

㈲東山レジデンシャルタ

ワーズ

東京都

港区 
3 資産活性化事業 100

当社全額出資 

平成19年９月14日清算結了

　（注）主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年５月31現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

不動産開発事業 

109(17)　資産活性化事業 

賃貸その他事業 

全社（共通） 35(６)　

合計 144(23)　

　（注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では、事業の種類別セグメント毎の経営組織体系を有しておらず、同一

の従業員が複数の事業に従事しております。

　２．従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役２名及び執行役員５名は含んでおりません。臨時従業員は、年

間の平均人員を（）外数で記載しております。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

４．事業の拡大に伴い、中途採用を積極的に行った結果、従業員数が増加しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年５月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

139(20)　 31.4 2.3 11,854

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役２名及び執行役員５名は含んでおりません。臨時従業員は、年

間の平均人員を（）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．事業の拡大に伴い、中途採用を積極的に行った結果、従業員数が増加しております。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、流れが大きく変わる転換点と表現できるものでありました。当連結会計年度

前半は、堅調な企業収益と設備投資の増加基調が牽引し、緩やかに着実な成長基調を辿りました。しかし、後半はサブ

プライムローン問題を契機とする米国経済の減速、原油や原材料価格の高騰、円高の進行等により、景況感は急速に悪

化してまいりました。

　首都圏の不動産市場におきましては、サブプライムローン問題を発端とする世界的な金融市場の混乱、信用収縮の影

響により、近年続いた地価の上昇に、鈍化又は下落傾向が表れました。マンションについては、改正建築基準法の施行、

建築費の上昇、販売価格上昇に伴う需要減退等により、供給戸数が減少しました。しかし、これらの状況下におきまし

ても、マンションに対する消費者の購買意欲は、物件や企画によっては依然として高いものがあると認識しておりま

す。

　このような環境のもと、当社グループは不動産開発事業におきましては、計画どおり確実に工事着工を行うととも

に、経済環境の変化や消費者の意識変化を敏感に捉え、特に「企画」に重点をおき、その地域特性に合った唯一無二の

物件を開発し競合優位性を高める活動を行いました。資産活性化事業におきましては、不動産市場の動向を予測し、当

連結会計年度の前半において数多くの物件を売却する活動を行いました。事業活動の拡大に伴い、昨年11月に本社を

霞が関に移転し、各部門の人員増加と体制充実を図り、経営基盤の強化にも努めました。

  これらの結果、当連結会計年度は、売上高110,783百万円（前連結会計年度比37.8％増）、営業利益は22,595百万円

（前連結会計年度比68.3％増）、経常利益は17,338百万円（前連結会計年度比85.8％増）、当期純利益は10,932百万円

（前連結会計年度比123.1％増）となりました。

  当連結会計年度の事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（不動産開発事業）

  不動産開発事業は、個別分譲と一棟売りを行いました。結果としまして、売上高は18,697百万円（前連結会計年度比

54.3％増）、営業利益は1,192百万円（前連結会計年度比0.1％減）となりました。

　

（資産活性化事業）　

  資産活性化事業は、不動産市況を冷静に判断し、当該年度の前半におきまして数多くの物件を売却し引渡しを行い

ました。また、後半にかけましては、当初、不動産開発事業に当てていました物件につきましても不動産を取り巻く環

境や状況を鑑み、早期売却を行いました。結果としまして、売上高は91,494百万円（前連結会計年度比35.3％増）、営業

利益は24,301百万円（前連結会計年度比77.8％増）となりました。

　

（賃貸その他事業）

　賃貸その他事業は安定した収益を獲得することができました。結果としまして、売上高は590百万円（前連結会計年

度比12.2％減）、営業利益は261百万円（前連結会計年度比15.2％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により14,567百万円減少した一方

で、投資活動により773百万円増加、及び財務活動により15,176百万円増加となりました。この結果、現金及び現金同等

物は1,382百万円の増加となり、当連結会計年度の期末残高は4,851百万円（前連結会計年度比39.8％増）となりまし

た。

当連結会計年度における各活動別の主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動により流出した資金は14,567百万円（前連結会計年度は53,793百万円の流出）となりました。主な収入は

税金等調整前当期純利益18,180百万円であります。また、主な支出としましては、仕入及び不動産開発事業に属する物

件の開発が順調に行えたことにより、たな卸資産の30,384百万円増加が挙げられます。他に3,544百万円の利息の支払

と法人税等の支払額6,044百万円が影響しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動により獲得した資金は773百万円（前連結会計年度は14百万円の獲得）となりました。この主な要因とし

ては、賃貸に供している物件について老朽化等の事由により事業の用途から外したこと及び売却したことにより1,317

百万円獲得したことであります。支出面では有形固定資産の取得による支出274百万円並びに敷金の払込による支出

275百万円があります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動により獲得した資金は15,176百万円（前連結会計年度は55,498百万円の獲得）となりました。この主な要

因は、借入金の増加による127,470百万円の収入と、借入金の返済による111,603百万円の支出との差額15,867百万円の

収入増加によるものであります。その他、配当金の支払としまして1,142百万円支出しております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）販売実績

事業 項目

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日） 前年同期比

（％）

金額（百万円） 金額（百万円）

不動産開発事業

 マンション分譲 8,384 11,435 36.4

 マンション一棟売り 3,730 7,261 94.6

 小　計 12,115 18,697 54.3

資産活性化事業 67,617 91,494 35.3

賃貸その他事業 672 590 △12.2

合　計 80,406 110,783 37.8

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下

の通りであります。

相手先㈱

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％）

ジーピーティー特定目
的会社

9,722 12.1 － －

千駄ヶ谷特定目的会社 － － 11,883 10.7

(2）契約実績

事業 項目

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日） 前年同期比

（％）

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

不動産開発事業

マンション分譲（戸） 312 10,574 1,366 40,561 283.6

マンション一棟売り（棟） 1 3,716 5 8,252 122.1

小　計 － 14,290 － 48,814 241.6

資産活性化事業（件数） 37 61,127 51 95,174 55.7

賃貸その他事業 － － － － －

合　計 － 75,418 － 143,988 90.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）契約残高

事業 項目

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日） 前年同期比

（％）

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

不動産開発事業

マンション分譲（戸） 288 9,563 1,307 38,802 305.7

マンション一棟売り（棟） － － 1 1,130 －

小　計 － 9,563 － 39,932 317.5

資産活性化事業（件数） 4 5,630 3 16,784 198.1

賃貸その他事業 － － － － －

合　計 － 15,193 － 56,716 273.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　   　 当社グループは、不動産を素材とし、「作品」と言うべきレベルまで昇華した「豊かな空間」を創造し、社会的に

必要とされる事業展開（社会貢献）を行い、最高の利益を継続的に獲得し、株主に還元（企業価値の最大化）を実

現することを企業理念に掲げております。当社グループ独自のビジネスモデルを最良且つ最大限に発揮すること

ができる不動産開発事業、資産活性化事業、賃貸その他事業の３事業を柱に事業を展開しております。これらを基

に、当社グループの中期経営計画 「SteadyStep2011」を設定しております。

　   　 当社グループは、現在、成長局面にありますが、現在の不動産業界は厳しい環境下に置かれており、生存競争に勝ち

残り今後の永続的成長の実現、企業価値の向上を図るためには、以下の課題の克服を経営の最優先課題と捉え、対

処してまいります。

      (1) 財務体質の健全性向上

        当社グループの資金調達については主として、金融機関からの借入金に依存しております。今後は財務健全性

向上が何よりも経営の最優先課題と認識し、資金の回転率を高めることで借入金の増加を抑制するとともに、収

益拡大を図ることにより自己資本比率を高め、財務体質の強化を図ってまいります。併せて事業環境に応じて多

様な資金調達方法を模索していく方針です。

      　当社グループは、自己資本比率が低く手元流動性は決して高くありません。当社グループの場合、資金調達の大

半がプロジェクト資金であり、現在、資金調達手法については、各々のプロジェクトに応じ、最適な金融機関と最

適な手法をセレクトしております。

      　今後は、収益率の向上により、自己資本を増強することで財務体質の健全性の向上を図ります。また、信用力向上

による調達金利の抑制も見込まれるため、金利上昇局面においても金利負担軽減を図ることができると考えてお

ります。

      (2) ブランド力の強化

        当社グループの独自性の確保、及び同業他社との差別化のため、ブランド力の確立が喫緊の課題であるとの認

識のもと、多様な媒体を利用した企業ＰＲ、希少性と品格を備えた商品の創出、地域性に沿ったランドマークの建

築等を実施することにより、ブランドイメージの確立を図ってまいります。

      　不動産業界は、取り扱う商品の性質から消費者のリピート性が非常に低く、商品の展開も極めて局地的に行われ

ます。このため、商品やそれを提供する企業のイメージが浸透しにくい場合があります。また、認知度が高いだけ

ではなく、商品やサービス・品質について消費者の期待や価値観に応え得る商品を提供できなければなりませ

ん。

        当社グループでは、土地柄・歴史・環境・コンセプト等様々な角度から、独自性の強い企画を凝らした「作

品」を生み続けて参ります。あえてシリーズ化に拘らない希少性と独自の品格を備えた「作品」を生み出し続

け、その集積によってお客様の期待と信頼を獲得していくとともに、それを提供し得るクオリティーを備えた

ディベロッパーとして高い認知を得るべく邁進していく方針です。

      (3) 販売力の強化

        当社グループでは、案件の引渡しをもって売上の計上がなされます。このため、販売計画に大幅な狂いが生じた

場合、販売コストの増大を引き起こすだけでなく、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性が考えられ

ます。

        当社グループでは、基本的に自社販売を行っているため、プロジェクトごとの担当者による販売スキルの強化

が必須であります。これに対しては、マニュアルの整備や熟練者による研修体制の充実、また広告宣伝活動の充実

等によって、より一層販売力を強化していく方針です。

 　　 (4) 対ゼネコン交渉力の向上

 　　   マンション開発において、プロジェクトにおける建築費の占める割合は現在および今後においても相当に過大に

なり、建築費が事業収支に与える影響が非常に大きくなってきております。当社グループとしましては、更に対ゼ

ネコン交渉力の向上を図り、高品質で低コストなプロジェクトの実現が必要であります。

 　　   今後は、建築コスト構成の透明化により適正価格を詳細に把握することで、当社主導での価格交渉を可能にする

とともに、品質確保の観点から、工程ごとに優秀な業者への個別発注を検討するなど、多様な手法を念頭に入れな

がら、対ゼネコン交渉力の向上を図っていく方針です。
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      (5) 社員研修・教育制度の充実化と人材確保

        当社グループが事業を推進するにあたっては、少数精鋭の従業員からなるプロジェクトチームを組成して推進

しており、その核となる従業員は、業務の各段階において当社グループ独自の遂行方法を基本とした専門的スキ

ルを持つスペシャリスト性や全体を統括できるゼネラリスト性を発揮する必要があります。これらの能力を兼ね

備えた人材の確保が急務であることから、人材確保のための厳選した採用、及び従業員に対する教育研修を実施

することにより、人材の確保・育成を図ってまいります。

      　新たな人員に対しては、独自のビジネスモデルやノウハウの浸透を促し、当社グループのスタッフとして不可欠

な能力への習熟を図るため、これらを集約したマニュアル「プロパストシステム」を作成しており、これを活用

した研修・教育制度を充実して参ります。人材確保につきましては、採用活動の充実を図るべく、人事担当スタッ

フを増員し体制を強化しております。また、今後は新卒の定期採用を継続し、更に新入社員への研修・教育制度を

整備することで、優秀な人材を積極的に確保・育成し、事業体制を強化していく方針です。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業内容その他に関するリスクについて、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性が

あると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判

断上、重要であると考えられる事項については、投資家の皆様に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める方針であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1) 有利子負債への依存と金利変動の影響について

　当社グループは、用地及び物件の取得資金、建築資金を主に金融機関からの借入金により調達しており、有利子負

債への依存度が高い水準にあります。今後においても、事業拡大に伴い有利子負債は高い水準で推移するものと想

定され、当社グループの資金調達能力、並びに金利水準などの調達条件の変動により、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(2) 経済状況及び不動産市況の影響について

　当社グループは、不動産開発事業及び資産活性化事業を主に行っておりますが、地価の下落・需要の低下・金利水

準の変動などが業績に影響を及ぼす可能性があります。また用地の仕入原価や建築原価が上昇した場合には、当社

グループの収益が圧迫され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 売上計上時期の集中及びそれに伴う収益発生時期の偏重リスクについて

　当社グループは、不動産開発事業及び資産活性化事業における物件の販売については、顧客への引渡しを基準とし

て売上計上を行っております。そのため、引渡時期によっては、ある特定の時期に収益が偏重する可能性があるほ

か、想定した収益の計上が翌連結会計年度にずれ込む場合がある等、月次や四半期ベースの損益の予想が困難とな

る傾向があります。これらは、当社株式への投資判断を行う上で、制約条件となる可能性があります。

(4) 用地等の仕入について

　当社グループは、用地及び物件の情報を不動産業者及び金融機関等のルートから入手しております。当社グループ

は、仕入から販売まで一貫して対応するプロジェクトチーム制を採用しているため、事業計画の策定から売主に対

する提案を迅速に行うことが可能であるものと考えており、それら不動産業者等との信頼関係の構築及び維持に努

めております。しかしながら、不動産業界に共通する問題である不動産市況の変化、あるいは用地等の取得競争の激

化等により、不動産業者等からの優良な情報が減少した場合、又は、優良な土地を仕入れることが困難となった場合

等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　また、当社グループは用地取得に際し、土壌汚染・地中埋設物・地盤沈下等による建築スケジュールや物件の収益

性への影響を排除するために、地歴調査を実施しております。これらの施策にもかかわらず、万一、仕入れた土地に

土壌汚染問題等が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）販売用不動産等について

　当社グループは、将来の地価及び物件価格の上昇を想定した上で、仕入から販売までが１年以上と長期にわたるも

のを含め、多額の用地及び物件を取得しております。そのため、平成20年５月末現在、たな卸資産の総資産に占める

割合がかなり高くなっております。

　したがって、販売までの間の当該物件に対する買主及びテナントの需要動向の変化、並びに景気動向、金利動向及

び地価動向等の変化、更には不動産賃貸物件の賃料水準の低下及び空室率の上昇等により、当社グループが計画し

た販売計画が困難になった場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、「棚卸資産の評価に関する会計基準」が強制適用される平成21年５月期以降の決算におきまして、同時点

における販売用不動産の正味売却価格の評価額により、評価損が発生する可能性があります。

  さらに、構造計算書偽装のような従来想定できない問題の発生により、業界全体の信用が大きく失墜し、風評被害

などの事象が発生するなどで、事態が沈静化するまでに長期間かかることにより、予期できない損害が生じた場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(6）建築工事等について

　当社グループは、建築工事及びリニューアル工事を外注しております。外注先の選定にあたっては品質、建築工期

及びコスト等を勘案して決定しており、特定の外注先に依存しないように努めております。

　当社グループは品質維持及び工期遅延防止のため、当社の設計部が定期的に現場監理を行い、外注先との定例会議

を毎週開催し、施工図及び工期スケジュール等の確認を行っております。しかしながら、工事中の事故、外注先の倒

産や請負契約の不履行、その他予期せぬ事象が発生した場合、工事の中止又は遅延、建築コストの上昇等により、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、昨年施行された建築基準法の改正にともなう建築確認審査の厳格化等の外的要因により、建設工事そのも

のの計画が遅延した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7）資金調達について

　用地及び物件の取得資金、建築費等の資金調達にあたっては、特定の金融機関に依存することなく、案件ごとに金

融機関に融資を打診し、融資実行を受けた後に各プロジェクトを進行させております。しかしながら、何らかの理由

により計画した資金調達が不調に終わった場合、あるいは事業着手時期の遅延・中止等が発生した場合には、当社

グループの業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

  また、有利子負債の返済原資は、主に各プロジェクト物件の売却代金としており、物件の売却時期が計画から遅延

した場合、又は売却金額が当社グループの想定を下回った場合等には、当社グループの業績及び資金繰りに影響を

及ぼす可能性があります。

(8) 法的規制について

　当社グループが属する不動産業界は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、住宅品質確保

促進法等により、法的規制を受けております。当社は、不動産業者として、「宅地建物取引業法」に基づく免許を受

け、不動産開発事業、資産活性化事業、賃貸その他事業を行っております。今後、これらの規制の撤廃や新たな法的規

制が設けられる場合、あるいは当社グループの事業に関連する会計基準の変更が行われた場合には、当社グループ

の業績に影響を受ける可能性があります。

(9）免許・登録について

  当社グループの主要な事業活動の継続には、下表に掲げる免許・登録が前提になります。

  不動産鑑定業免許につきましては、不動産の鑑定評価に関する法律第41条等に該当する場合に取り消されること

があります。宅地建物取引業免許につきましては、宅地建物取引業法第66条等に該当する場合に取り消されること

があります。また、宅地建物取引業法では宅地建物取引主任者について一定人数を確保すること等の要件が法律上

要求されており、法定最低人数を欠く場合には、免許や登録が取り消される可能性があります。一級建築士事務所登

録につきましては、建築士法第26条等に該当する場合、また、第二種金融商品取引業登録につきましては、金融商品

取引法第52条等に該当する場合に取り消される場合があります。

免許・登録等の別 番号  有効期間

 不動産鑑定業免許
 東京都知事免許

(5)第1135号

平成19年2月20日から

平成24年2月19日まで

 宅地建物取引業免許
 東京都知事免許

(5)第61084号

平成19年4月13日から

平成24年4月12日まで

一級建築士事務所登録 
東京都知事登録

第52707号
　　平成23年10月25日 

第二種金融商品取引業登録
関東財務局長（金商）

第1675号
　　平成19年９月30日から

　今後、これら免許・登録が取り消された場合、あるいは有効期間の更新ができなかった場合等には、当社グループ

の業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

(10）ストック・オプションと株式の希薄化について

　当社グループは、役職員の会社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストック・オプション

制度を導入しております。今後、行使がなされた場合、当社グループの１株当たりの株式価値は希薄化する可能性が

あります。当社株式の株価次第では、短期的な需給バランスの変動が発生し、株価形成が影響を受ける可能性があり

ます。また、今後も有能な人材確保を目的として、インセンティブとして継続的に付与することを検討しておりま

す。これらによって、更なる株式価値の希薄化が生じる可能性があります。
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(11）訴訟の可能性について

　当社グループが開発、建設又は販売する不動産については、当該不動産にかかる瑕疵及び土壌汚染等を起因とし

て、訴訟その他の請求の対象とされる可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては、当社グループ

の業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

(12）特定の人物への依存

　当社グループの創業者であり、代表取締役社長ＣＥＯである森俊一は、その企画・営業力、知識ノウハウ、経営判断

能力を活かして、当社グループの経営方針や戦略の決定及び事業推進において重要な役割を果たしております。こ

のため今後何らかの要因により、取締役としての業務執行が困難となった場合には、当社グループの業績及び今後

の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

(13) 人材の確保、育成について 

　当社グループが不動産業界の競争激化の中での事業拡大を図るためには、従業員すべてが業務の各段階において

当社グループ独自の遂行方法を基本とした専門的なスキルを持つスペシャリスト性や全体を統括できるゼネラリ

スト性を発揮する必要があり、これらの能力を兼ね備えた人材の確保が重要であると言えます。このような人材確

保のために、中途採用を積極的に実施しております。また、全従業員に対する教育研修を充実することにより、人材

の育成に努める方針であります。しかしながら、人材の確保、育成が適切に行えなかった場合には、当社グループの

今後の事業展開に影響を与える可能性があります。

(14）情報の漏洩について

　当社グループは、多数のお客様の個人情報をお預かりしている他、様々な経営情報等を保有しております。これら

の情報の管理については、社内の情報管理システムを強化するとともに、従業員等に対する教育・研修等により情

報管理の重要性の周知徹底を行っております。しかし、これらの対策にもかかわらず重要な情報が外部に漏洩した

場合には、当社グループの社会的信用等に影響を与え、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(15）災害の発生及び地域偏在について

　地震、暴風雨、洪水等の自然災害、戦争、暴動、テロ、火災等の人災が発生した場合、当社グループが所有する不動産

の価値が著しく下落する可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループ

が保有する不動産は、経済規模や顧客のニーズを考慮に入れ、東京を中心とする首都圏エリアが中心であり、当該地

域における地震その他の災害、首都圏経済の悪化等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(16）構造計算書等偽装問題について

　当社グループは、平成17年11月に社会問題化し業界全体を揺るがした構造計算書偽装問題への対応といたしまし

ては、当問題を踏まえ当社グループがこれまでに開発した全ての物件について調査を行った結果、国土交通省発表

の「姉歯元一級建築士による構造計算書の偽装があった物件等」（平成20年1月28日発表）において公表された構

造計算書作成の設計事務所とは取引関係がなく、当発表において記載されている建築士等が関与した物件は存在し

ていないことを確認しております。また、当社グループでは、平成19年６月20日に施行された建築基準法改正に基づ

く確認検査及び構造適合判定を受けていないそれ以前の不動産開発事業におけるマンション全てについて、当初依

頼した設計事務所及び実際の構造設計を行った設計事務所以外の第三者の構造設計事務所に再確認を依頼するこ

とで、この第三者の構造計算事務所が建築基準法に基づく構造計算書として問題ないことを確認する調査を実施し

ております。その結果、各物件ともに建物の構造上、建築基準法に定める耐震性能を疑わせるような特段の問題がな

いことを確認しております。

　以上の対策を講じたほか、当社設計部における一級建築士によるチェック体制に加え、分譲物件については全て住

宅性能評価の取得を行うなど構造計算書のチェックには万全を期しておりますが、先般の建築基準法改正等関連す

る法規制の更なる強化、それに伴うコストの増加等を招く可能性はあり、その場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　　　　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　なお、本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針、所存等の将来に関する事項は、本書提出日現在において判

断したものであり、将来に関する事項には、不確実性が内在しており、またリスクを含んでいるため、将来生じる実

際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意下さい。

      (1）当連結会計年度の経営成績・財政状態の分析

 　　　① 経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高110,783百万円、営業利益は22,595百万円、経常利益は17,338

百万円、当期純利益は10,932百万円となり、前連結会計年度と比べて増収増益となりました。

（売上高）

当連結会計年度における売上高は110,783百万円となりました。事業別の状況は次のとおりであります。

[不動産開発事業]

　不動産開発事業は、個別分譲と一棟売りを行いました。結果としまして、売上高は18,697百万円（前連結会計年度

比54.3％増）、営業利益は1,192百万円（前連結会計年度比0.1％減）となりました。

　　　　[資産活性化事業]

　資産活性化事業は、不動産市況を冷静に判断し、当該年度の前半におきまして数多くの物件を売却し引渡しを行

いました。また、後半にかけましては、当初、不動産開発事業に当てていました物件につきましても不動産を取り

巻く環境や状況を鑑み、早期売却を行いました。結果としまして、売上高は91,494百万円（前連結会計年度比

35.3％増）、営業利益は24,301百万円（前連結会計年度比77.8％増）となりました。　

[賃貸その他事業]

　賃貸その他事業は安定した収益を獲得することができました。結果としまして、売上高は590百万円（前連結会

計年度比12.2％減）、営業利益は261百万円（前連結会計年度比15.2％減）となりました。　

       （売上原価・売上総利益）

  当連結会計年度における売上原価は78,430百万円（前連結会計年度比27.7％増）となり、売上総利益は32,353百

万円（同70.5%増）となりました。

       （販売費及び一般管理費・営業利益）

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、9,757百万円（前連結会計年度比75.7%増）となりました。結

果として、営業利益は22,595百万円（同68.3%増）となりました。営業利益の事業別内訳は次のとおりです。不動産

開発事業では1,192百万円、資産活性化事業では24,301百万円、賃貸その他事業では261百万円となりました。なお、

各事業に配賦のできない全社的な費用として、3,159百万円あります。

       （営業外損益・経常利益）

  当連結会計年度における営業外収益は、35百万円（前連結会計年度比51.9%減）となりました。営業外費用は、

仕入に伴う借入金の増加の影響から、利息及び手数料の支払が増加し、支払利息として3,673百万円及び融資手数

料として1,489百万円等を計上し、5,292百万円（同27.0%増）となりました。この結果から当連結会計年度におけ

る経常利益は17,338百万円（同85.8%増）となりました。

       （特別損益・当期純利益）

  当連結会計年度における特別利益は固定資産売却益564百万円と解約違約金収入926百万円を計上し1,490百万

円となりました。特別損失は648百万円を計上いたしました。結果として、当期純利益額は10,932百万円（前連結会

計年度比123.1%増）となりました。

        ② 財政状態の分析

       （流動資産）

  当連結会計年度末における流動資産は前連結会計年度末と比較して35,909百万円増加し、172,793百万円となり

ました。これは主として、仕入及び開発行為が順調に行えたことによる販売用不動産及び仕掛販売用不動産の増

加によります。

       （固定資産）

  当連結会計年度末における固定資産は前連結会計年度末と比較して1,119百万円減少し、4,488百万円となりま

した。主として当社グループ所有の賃貸に供している物件を老朽化に伴い売却及び除却したことが要因でありま

す。
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       （流動負債）

  当連結会計年度末における流動負債は前連結会計年度末と比較して21,162百万円増加し、75,758百万円となり

ました。これは主として、短期借入金及び一年以内返済予定長期借入金が10,645百万円増加したことによります。

その他の要因としまして、支払手形及び買掛金の4,473百万円増加や前受金の4,200百万円の増加が挙げられます。

       （固定負債）

  当連結会計年度末における固定負債は前連結会計年度末と比較して3,444百万円増加し、75,115百万円となりま

した。主として長期借入金が5,222百万円増加したことが主な要因であります。

       （純資産）

  当連結会計年度末における純資産は前連結会計年度末と比較して10,182百万円増加し、26,409百万円となりま

した。主として、利益剰余金が9,782百万円増加したことにあります。

③ キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、「第２　事業の状況　１．業績等の概要(２)キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、仕入及び開発行為が順調に行えたことによるたな卸資産の

増加を主な要因とした営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスを、有形固定資産の売却による投資活動に

よるキャッシュ・フロー及び借入れ等に基づく財務活動によるキャッシュ・フローで補った結果、1,382百万円増

加し、4,851百万円となりました。

　　　(2）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの事業は、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」で述べましたとおり、金利動向、景気動向、地価

動向及び税制等の関連法令の改廃の影響を受けやすく、これらに情勢の変化があった場合には、経営成績に重要な

影響を与えると考えられます。

　　　(3）経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く環境に関しまして、昨年までの地価上昇傾向が一変し地価下落局面に入っており、物件の

取得については各社様子見で停滞状況が続いております。特にマンション開発におきましては、少子化傾向とここ

数年におけるマンション供給の過剰感が言われている中においては、造れば売れるという時代は終焉し、お客様が

物件を選別する基準は、ここ数年の不動産業界における様々な不祥事等の影響から一段とレベルの高いものにな

り、売れる物件と売れない物件の極端な二極化現象が顕著になっております。

　当社グループは、経営ビジョンである「総合不動産ディベロッパーとしてのマルチコアの強化」に沿って、不動産

開発事業においては、当社が最も得意とし開発実績の多い都心デザインマンション、ハイクオリティ郊外ファミ

リーマンションを中心に他社との差別化を図っていくとともに、オフィスビル開発、商業施設・研修施設・サービ

スアパートメント開発、ホテル・リゾートビジネスという分野への取り組みを強化してまいります。資産活性化事

業につきましては、最大限のバリューアップと迅速な出口戦略を主眼とした取組みを更に強化してまいります。

　具体的な戦略としましては、不動産鑑定を素地とした強みである「分析力」「企画力」を活かし、厳選した物件仕

入により、あらゆる環境下においても出口が見つけられる物件を選別化した仕入活動を行っていきます。また現在、

地域戦略として都心中心から郊外にも視野を広げて事業展開しておりますが、今後はこれまで当社の開発実績が豊

富で当社の強みが活かせる湾岸エリアを中心とした都心部の事業展開に注力してまいります。更に、各方面から評

価が高い当社グループのデザイン性のあくなき追求を継続するとともに、お客様が快適に暮らすことのできる機能

性も併せ持った物件開発を実現することで、差別化を図ってまいります。

　近年、社会的ニーズの変化・多様化が著しく、これらを正確に捉え事業に取り組む力が企業に求められ、臨機応変

に対応できない会社は取り残される環境になりつつあります。当社グループにおきましては、環境変化に柔軟に対

応可能なビジネスモデルを構築するという考えのもと、常にその時勢に沿った最良の戦略を取ることができる社内

環境を整えております。事業の範囲につきましては、画一的な区分にとらわれることなく、且つ無闇に拡大するので

はなく、緻密な分析・企画を根拠とした適切な拡大・強化を図っていき、社会に「豊かな空間」を提供してまいり

ます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 　　当社グループでは、本社移転の実施にともない、本社固定資産設備へ195百万円の設備投資を実施いたしました。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年５月31日現在

事業所名

(所在地)

事業の種類

別セグメン

トの名称

設備の内容

土地面

積

(㎡)

帳簿価額

従業

員数

(人)
建物及び　　構

築物

（百万円）

機械装置及び

運搬具　

（百万円）

器具及び　　備

品

（百万円）

土地

（百万円）

合計

（百万円）

本社

(東京都千代田区)
全部門 本社設備 － 129 18 99 － 247

139

(20)　

フォレストタワー京橋　　　　

　

(東京都中央区)

賃貸その他

事業
賃貸ビル 294.03　 147 － － 284 431 －

オリエンタル新丸子　　　　　

(神奈川県川崎市中原区)

賃貸その他

事業

賃貸マン

ション
179.80　 45 － － 50 95 －

延寿御茶ノ水ビル　　　　

(東京都千代田区)

賃貸その他

事業

賃貸マン

ション・

オフィス

80.00　 49 － － 82 132 －

新宿新都心

(東京都渋谷区)

賃貸その他

事業

賃貸オ

フィス
24.65 10 － － 52 62 －

麹町パレス　　　　

(東京都千代田区)

賃貸その他

事業

賃貸オ

フィス
18.58 7 － － 16 23 －

アルベルゴ上野　　　　

(東京都台東区)

賃貸その他

事業

賃貸オ

フィス
9.34 2 － － 57 59 －

音羽女子学生会館　　　　

(東京都文京区)

賃貸その他

事業
学生寮 811.82 398 － 0 665 1,064 －

宮前住宅　　　

(東京都杉並区)

賃貸その他

事業
賃貸戸建 220.45 17 － － 78 96 －

プライムタワー岩本町　　　

(東京都千代田区)

賃貸その他

事業
賃貸ビル 314.69 422 － 0 331 753 －

ヒルサイドテラス

平山城址　　

(東京都八王子市)

賃貸その他

事業

賃貸マン

ション
616.51 25 － － 46 72 －

(2）国内子会社

　該当事項はありません。

(3）在外子会社

　該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成20年５月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

　　 該当事項はありません。

(2）重要な改修

　　 該当事項はありません。

(3) 重要な設備の除却等

　　 該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 977,500

計 977,500

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年５月31日）

提出日現在発行数（株）
(注)１

（平成20年８月29日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 346,925 346,925 ジャスダック証券取引所  　　　－

計 346,925 346,925 － －

(注)１　提出日現在発行数は、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

　　　発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第239条の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

   平成18年８月28日開催の定時株主総会決議及び平成18年８月28日開催の取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 148 146

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,700 3,650

新株予約権の行使時の払込金額（円）  (１株当たり)124,000  (１株当たり)124,000

新株予約権の行使期間
 平成20年11月１日～

　平成25年10月31日

平成20年11月１日～

　平成25年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 124,000

資本組入額　 62,000

 発行価格　 124,000

資本組入額　 62,000

新株予約権の行使の条件 （注）５ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注)６  (注)６

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、25株であります。

　　　２．新株予約権の数は、退職により行使不能となったものを除いて記載しております。
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　　　３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当該基準日の翌日において次の算式により新株予約権１個当たりの目

的たる株式の数を調整するものとします。かかる調整は各新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新

株予約権１個当たりの目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

捨てます。

　　　　　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割（又は併合）の比率

　上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ

て新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権１個当

たりの目的たる株式の数を調整するものとします。

 ４．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当該基準日の翌日において次の算式により払

込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込価額  ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割（又は併合）の比率

　また、時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時点

における調整前払込価額を時価とみなす。）を下回る価額での新株の発行（新株予約権による権利行使の場合

を含まない。）又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した

数をいうものとします。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 

又は処分自己株式数
×

１株当たり払込価額

又は処分価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × １株当たり時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数

　上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その

他これらの場合に準じて払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込価額を調整するものとし

ます。

 ５．新株予約権の行使条件は次の通りであります。

イ　対象者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であること要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとします。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監査役を任

期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任又は退職後

の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではございません。 

 ロ　対象者の相続人による行使は認めません。 

ハ　新株予約権者は、その引受数の一部又は全部を行使することができます。ただし、各新株予約権の１個未

満の行使はできないものとします。 

ニ　その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権引受契約に定めるところと

します。

 ６．当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行う場合、各新株予約権の内容に準じた完全親会社の新株

予約権を交付するものとされています。但し、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額

は、株式交換または株式移転の比率に応じて調整されます。
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（３）【ライツプランの内容】

          該当事項はありません。

          

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年１月５日

（注）１
△90 910 － 50 － －

平成17年６月１日

（注）２
8,190 9,100 － 50 － －

平成18年５月31日

（注）３
1,000 10,100 32 82 32 32

平成18年９月14日

（注）４
40,400 50,500 － 82 － 32

平成18年12月12日

（注）５
11,500 62,000 3,315 3,397 3,315 3,347

平成19年１月12日

（注）６
2,500 64,500 720 4,118 720 4,068

平成19年３月1日

（注）３
200 64,700 1 4,120 1 4,070

平成19年４月1日

（注）７
258,800 323,500 － 4,120 － 4,070

平成19年６月15日

（注）３
11,125 334,625 14 4,134 14 4,084

平成19年９月20日

（注）３
1,125 335,750 1 4,135 1 4,085

平成19年12月21日

（注）３
10,750 346,500 32 4,168 32 4,118

平成20年２月28日

（注）３
425 346,925 1 4,169 1 4,119

 　（注）１．株式会社フォレスト・アイとの合併により承継した自己株式を消却したことによる減少であります。

 ２．普通株式１株につき10株の割合をもって分割する株式分割によるものであります。

 ３．旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の行使による新株発行でありま

す。

 ４．普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割によるものであります。

 ５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格（募集時の金額）　　 620,000円

     引受価額　 　576,600円

     資本組入額　 288,300円

 ６．有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

     発行価格     576,600円

     資本組入額   288,300円

 　　割当先　大和証券エスエムビーシー㈱

 ７．普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年５月31日現在

区分

株式の状況

端株の状
況政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 12 26 44 54 6 6,021 6,163 －

所有株式数

（株）
－ 15,553 9,141 27,061 44,443 110 250,617 346,925 －

所有株式数

の割合

（％）

－ 4.48 2.64 7.80　 12.81 0.03 72.24 100 －

（６）【大株主の状況】

　 平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 森　俊一  東京都稲城市 127,500 36.75

 ㈲ツイン・ウッズ  東京都稲城市向陽台1-18-5 25,000 7.20

 森　ひとみ  東京都稲城市 13,500 3.89

 戸室　敦夫  東京都八王子市 9,375 2.70

 日本マスタートラスト信託銀行

㈱ 
 東京都港区浜松町2-11-3 8,361 2.41

 齊藤　友子  東京都新宿区 7,250 2.08

 小森　伸武哉  東京都江東区 5,575 1.60

 ユービーエスエージーロンドン

アカウントアイピービーセグリ

ゲイテッドクライアントアカウ

ント

（常任代理人　シティバンク銀行

㈱）

 AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL

 SWITZERLAND

 (東京都品川区東品川2-3-14)

5,050 1.45

 津江　真行  神奈川県横浜市 5,000 1.44

ジェーピーモルガンチェースバ

ンク385058

（常任代理人　㈱みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室）

 WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET,

 LONDON, EC2P 2HD ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町6-7)

4,000 1.15

計 － 210,611 60.70

(注)　１．上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、全て信託業務に係る株式であります。

      ２. 平成20年５月20日に、グローブフレックス・キャピタル・エル・ピーから、大量保有報告書が関東財務局

に提出されておりますが、当社としては期末時点における実質所有株式数の確認ができておりません。そ

の大量保有報告の内容は、次のとおりであります。

    大量保有者　　　　　　グローブフレックス・キャピタル・エル・ピー(GlobeFlex Capital,L.P.)  

　　住所 　　　　　　　　 アメリカ合衆国カリフォルニア州　92121、サンディエゴ、スウィート720、

                          エグゼクティブ・ドライブ　4365

　　　　　　　           (4365 Executive Drive, Suite 720, San Diego, California92121U.S.A.)  　　　　　　　　

    保有株券等の数　　　　株式18,180株

    株券等保有割合　　　　5.24％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 346,925 346,925
株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

端株 － －  －

発行済株式総数 346,925 － －

総株主の議決権 － 346,925 －

②【自己株式等】

　 平成20年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。会社法第239条に基づき新株予約権を発行する方法によ

り、当社従業員に対して付与することを、平成18年８月28日開催の定時株主総会において決議したものでありま

す。

　

（平成18年８月28日開催の定時株主総会及び平成18年８月28日開催の取締役会決議）

　会社法第239条に基づき、平成18年８月28日開催の定時株主総会決議及び平成18年８月28日開催の取締役会決議により、

当社従業員等に対し新株予約権を付与したものであります。

決議年月日 平成18年８月28日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役１名

監査役１名

従業員24名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】

　  該当事項はありません。

  （１）【株主総会決議による取得の状況】

　 　　 該当事項はありません。

  （２）【取締役会決議による取得の状況】

　 　　 該当事項はありません。

  （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　 　　 該当事項はありません。

  （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　 　　 該当事項はありません。

３【配当政策】

　   当社グループは、将来の事業展開を見据え仕入活動の強化及び経営体質の強化を図るため内部留保の必要性を充分

に認識しておりますが、企業価値の向上を考えたとき、業績に応じた適正な配当は経営の最重要課題となると認識し

ております。利益配分につきましては、業績の推移を見据えた上で、経営体質強化のための内部留保と成果配分を勘

案しながら、利益額に応じた配当を継続して実施することとしております。基本方針として、中間配当を実施し、通期

での配当性向15％を基準として継続的かつ安定的に実施することとしております。

　  当社は、上述のとおり、期末配当および中間配当の年２回の剰余金配当を行うことを基本方針としており、これら剰

余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　 　なお、内部留保金につきましては、今後の経営環境の変化に柔軟に対応すべく、財務体質の強化及び事業拡大に充当

していく方針であります。

　 　当社は、「取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として、中間配当を実施することができる」旨を定款に

定めております。

 　　　なお、当事業年度に係わる剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年１月15日 

取締役会決議
503 1,500

平成20年８月28日 

定時株主総会決議
1,075 3,100
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高（円） － － － －
1,360,000

□242,000
248,000

最低（円） － － － －
712,000

□201,000
63,900

　（注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

２．平成18年12月13日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。

  　　３．□印は、平成19年４月１日付の株式１株を５株とする株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しており

ます。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 147,000 126,000 113,000 95,900 82,900 98,000

最低（円） 112,000 96,900 82,900 63,900 65,900 73,000

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長  ＣＥＯ 森　俊一 昭和30年12月18日生

昭和57年４月 株式会社第一不動産鑑定所入社

昭和59年７月 神田土地建物株式会社入社 

昭和62年12月 当社設立　監査役

平成３年１月 当社代表取締役社長

平成20年６月 当社代表取締役社長ＣＥＯ（現任）

(注)４ 127,500

取締役副社長  ＣＦＯ 津江　真行 昭和32年５月26日生

昭和57年４月 東洋信託銀行株式会社（現　三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入社

平成16年２月 当社取締役総務部長 

平成17年12月 当社常務取締役

平成18年６月 当社常務取締役管理部門担当

平成20年６月 当社取締役副社長ＣＦＯ（現任）

(注)４ 5,000

取締役副社長 　ＣＯＯ 戸室　敦夫 昭和39年４月９日生

平成元年９月 株式会社西東京不動産鑑定所入社

平成３年９月 当社入社 

平成９年１月 当社鑑定部長

平成11年３月 当社取締役 

平成12年１月 当社取締役第１事業部長

平成14年２月 当社常務取締役第１事業部長

平成17年12月 当社取締役専務執行役員第１事業部長 

平成19年３月 当社取締役専務執行役員第１事業本部長

平成20月６月 当社取締役副社長ＣＯＯ（現任）

(注)４ 9,375

専務取締役 ― 齊藤　友子 昭和26年６月11日生

昭和45年４月 株式会社インテック入社

昭和56年４月 神田土地建物株式会社入社 

平成３年６月 当社入社 

平成７年１月 当社営業部長

平成８年４月 当社取締役 

平成14年２月 当社専務取締役 

平成19年３月 当社専務取締役ファイナンス部長 

平成19年11月 当社専務取締役（現任）

(注)４ 7,250

常務取締役

管理本部

長兼総務

部長

西田　康彦 昭和32年９月10日生

昭和57年４月 東洋信託銀行株式会社（現　三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入社

平成18年４月 当社執行役員総務部長

平成18年９月 当社取締役執行役員総務部長

平成20月６月 当社常務取締役管理本部長兼総務部長

（現任）

(注)４ －

取締役 － 青木　繁 昭和13年３月２日生

昭和36年４月 三菱地所株式会社入社

昭和60年６月 三菱地所株式会社宅地事業部長

平成２年６月 三菱地所株式会社取締役開発業務部長

平成５月６月 三菱地所株式会社常務取締役

三菱地所ホーム株式会社副社長

平成６年６月 三菱地所ホーム株式会社社長

平成12年４月 株式会社横浜ロイヤルパークホテル社長

平成12年６月 三菱地所株式会社顧問

平成20年８月 当社取締役（現任）

(注)４ －

取締役 － 小林　公明 昭和32年６月６日生

昭和63年４月 弁護士登録

小林法律事務所　入所

平成17年９月 みなつき法律事務所　開設

平成20年８月 当社取締役（現任）

(注)４ －

常勤監査役 － 樫田　善太郎 昭和22年４月17日生

昭和45年４月 東洋信託銀行株式会社（現　三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社）入社

平成14年６月 東洋システム開発株式会社監査役

平成16年６月 東洋信総合ファイナンス株式会社

（現　ＭＵトラスト流動化サービス株式

会社）常勤監査役

平成18年８月 当社入社

平成18年９月 当社常勤監査役（現任）

(注)５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 吉羽　要三 昭和15年５月31日生

昭和35年４月 商工組合中央金庫入庫

平成５年４月 同金庫足利支店次長 

平成７年６月 株式会社三和（現　株式会社若洲）

常務取締役 

平成16年２月 当社常勤監査役（現任）

(注)５ 125

監査役 － 井上　公康 昭和32年５月１日生

昭和56年４月 宮崎市役所入所

昭和61年４月 東京城南食糧販売協同組合入組 

平成８年10月 大和土地建物株式会社入社 

平成12年１月 株式会社不動産価値研究所設立

代表取締役（現任） 

平成16年２月 当社監査役（現任） 

(注)５ 50

監査役 － 清水　豊 昭和27年８月３日生

昭和50年４月 本田技研工業株式会社入社

昭和53年９月 若藤木材株式会社入社 

昭和58年10月 株式会社第一不動産鑑定所入社 

平成９年９月 同社代表取締役

平成11年12月 株式会社第一豊不動産鑑定設立

代表取締役（現任） 

平成14年３月 株式会社若藤取締役

平成17年２月 当社監査役（現任） 

平成19年７月 株式会社若藤代表取締役（現任）

(注)５ 50

　 　 　 　 計 　 149,350

　（注）１．取締役のうち、青木繁、小林公明の２氏は、社外取締役であります。

　      ２．監査役のうち、吉羽要三、井上公康、清水豊の３氏は、社外監査役であります。

　　　　３．平成20年８月28日より第24期定時株主総会の終結時までの約２年間。

　　　　４．平成18年９月15日より第24期定時株主総会の終結時までの約４年間。

　　　　５．当社では、経営環境の変化に的確かつ迅速な対応を図るため執行役員制度を導入しております。上記の取締役兼

任以外の執行役員は、第１事業本部長松井　聡哉、第２事業本部長町田　后史、第３事業部長岩本　裕、第５事業部

長藤本　和夫、第６事業部長宮河　進、設計部長都倉　茂の６名であります。

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

有価証券報告書

29/96



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）基本的な考え方

　当社グループは、コーポレートガバナンスの充実を経営の重要課題であると認識しており、内部経営監視機能の充

実と適切な情報開示による透明性の高い経営を確保することで、経営環境の変化に迅速且つ的確に対応し、同時に

健全で持続的な成長を実現すべく、組織体制の整備・強化に努めてまいります。

　内部牽制組織体制は以下のとおりであります。

(2）会社の機関の基本説明

① 取締役・取締役会

　当社の取締役の員数は７名であり、その任期は２年であります。定時取締役会が毎月１回開催されるほか、必要に

応じて臨時取締役会を開催し経営の迅速化を図っております。取締役会においては、経営の妥当性・効率性の監督

と取締役に対する監視機能の重要性を考え、経営判断の適正化と経営の透明性を維持しております。特に社外取締

役制度を導入することで、経営の執行と監督の分離を強化し、企業の監視機能の強化と経営判断に多様な視点、客観

的な視点を持ち企業経営を推進しております。この観点から当社は、株主を重視し、また地域社会とも調和した健全

で合理的な利潤の追求等を主眼にした経営方針を定めております。

② 執行役員制度

　平成17年６月に業務執行の迅速化を図るために執行役員制度を導入しました。現在執行役員の員数は７名で、その

任期は１年であります。経営環境の変化に的確かつ迅速な対応を図るため、経営監督責任と事業執行責任を明確化

することで、コーポレートガバナンス機能と業務執行体制を強化しております。執行役員は、取締役会が決定した基

本方針に基づいた業務執行の責任者と位置づけ、取締役会が選任しております。　　

③ 経営会議

　経営会議は、取締役会で決定された方針・計画・戦略に沿って、将来を見据えたより大きな観点から環境変化を捉

え、多角的視点から議論した上で、重要案件に関する正確な方向性を討議する機関であります。経営会議は、取締役

及び執行役員及び部長並びに常勤監査役を常時構成メンバーとし開催されております。
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④ 常務会

　常務会は、取締役会で決定された方針・計画・戦略に沿って、環境変化に柔軟に対応するため、重要案件に関する

スピーディーな意思決定を実行する機関であります。常務会は、常務執行役員以上の役員を常時構成メンバーとし

決議の適法性を確保するため常勤監査役が出席しております。案件によっては他の取締役及び関連執行役員等の

出席を求めて、機動的に開催されております。

⑤ コンプライアンス委員会

　当社は、顧問弁護士出席のもと、役員、部室長が全員出席してコンプライアンス委員会を毎月開催しております。

利益を追求するばかりではなく、法令を遵守するとともに、高い倫理観を保持しながら企業活動をする必要がある

ことを認識し、企業内の役員及び社員の一人一人が、コンプライアンスの意義をよく理解し、企業活動のみならず

社会生活においてもコンプライアンスに適った行動を促進することを目的としております。

　なお当社は、第16期末（平成14年11月期末）に旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」（以

下、「同法」という。）第１条の２第１項に規定された「大会社」に該当したにも関わらず、平成15年２月28日開

催の定時株主総会にて会計監査人の選任及び大会社に必要な員数の監査役、社外監査役の選任を行わず、翌期（平

成15年11月期）の計算書類についても、同法において「大会社」に要求される手続きを踏まずに、平成16年２月23

日開催の定時株主総会にて決算承認されるという事態がありました。

　当社では、このような事態を招いたことを重く受け止め、先述のコンプライアンス委員会の設置・運用を徹底し

ております。また、役職員の行動規範を整備し、その基本方針としての「企業倫理」及び遵守指針としての「行動

指針」を定め運用を徹底しているほか、管理部門の人員強化、常勤監査役の増員、内部監査の実施など様々な再発

防止策を講じて参りました。

⑥ 全社定時ミーティング

　当社では、全社的な方針の統一、問題意識の共有等を図ることを主な目的とし、毎週月曜日に１時間程度、その他の

日については５分程度、会社全体で現在の経済環境・不動産市況・会社の方向性・各プロジェクトの進行の方向性

などを確認するミーティングを開催しております。

⑦ 監査役・監査役会

　当社の監査役の員数は現在常勤監査役２名、非常勤監査役２名の合計４名であり、その任期は４年であります。監

査役会は毎月１回開催されております。各監査役が取締役会に常時出席するほか、常勤監査役は経営会議ほか社内

の各種重要会議にも出席しております。取締役の業務執行に対する適法性の監査の実効性を高める上から、業務執

行機関から独立した機関が第三者的立場からチェックできるように社外監査役制度を採用し、監査機能の一層の強

化に努めております。

⑧ 内部統制システムの整備の状況

　当社は、平成18年５月29日の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について決議しており、更に平

成19年５月28日及び平成20年５月26日の取締役会において、会社法第362条第４項第６号及び第５項に基づき、その

後の組織改定等を反映させた内容に変更しております。

　具体的な内部牽制機関として代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査担当１名が全部門

を対象に定期的に内部監査を実施しており、監査結果を代表取締役社長に報告し、被監査部門に対しては、監査結果

について改善事項の指摘・指導を行い、監査後は改善状況を報告させております。さらに、監査役監査、会計監査人

の監査とも連携しながら実効性の高い監査を実施しております。

⑨ 取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑩ 取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
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⑪ 取締役の責任免除

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

　また当社は、社外取締役との間で、任務を怠ったことによる損害の賠償責任を限定する契約（責任限定契約）を締

結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額であります。

⑫ 監査役の責任免除

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締

役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

⑬ 社外取締役及び社外監査役との関係

　当社と社外取締役及び社外監査役との関係につきましては、社外監査役吉羽要三が当社株式を125株、井上公康及

び清水豊が当社株式をそれぞれ50株保有しております。その他の利害関係はございません。

⑭ 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を目的とするものであります。また

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議をもって毎年11月30日を基準日として、中間配当を実

施できる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑮ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

⑯ リスク管理体制の整備の状況

　事業リスクの管理については、各担当役員を中心として各部門において継続的な監視・把握を行い、かつ、審議機

関である経営会議において事業リスクの管理状況の報告・検討を行い、また必要に応じて取締役等において適切な

対応を検討・決定しております。

⑰ 会計監査の状況及び監査報酬

　当社は、会社法に基づく会計監査人および金融商品取引法に基づく会計監査につきましては新日本有限責任監査

法人と契約しております。同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特

別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記

のとおりです。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人より

名称変更しております。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員

渡邉　秀俊

新日本有限責任監査法人倉持　政義

竹本　啓祐

（注）１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　２．同監査法人は業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置を

とっております。

　　　３．当該会計監査業務にかかる補助者の構成は公認会計士４名、その他９名の計13名であります。

　当社は同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約を交わし、それに基づき報酬を

支払っております。

　　　・公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　38百万円

　　　・上記以外の報酬　１百万円
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⑱ 役員報酬の内容

　当社が当事業年度に取締役及び監査役に支払った報酬等は以下の通りであります。

区     分 支 給 人 員 支 給 額

取   締   役 ５名 207百万円

（うち社外取締役） （－）　 (－）　

監   査   役 ４名  21百万円

（うち社外監査役） （３名）　  （11百万円）　

合      計
９名 229百万円

（３名）　  （11百万円）　

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年８月28日開催の第20期定時株主総会において年額300百万円以内（た

　　　だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　　　２．監査役の報酬限度額は、平成18年８月28日開催の第20期定時株主総会において年額30百万円以内と決議い

ただいております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）の財務諸表については新日本監査

法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年６月１

日から平成20年５月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）の

財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※２  3,584   4,894  

２　受取手形及び売掛金 　  100   220  

３　販売用不動産 ※2,3  28,892   33,877  

４　仕掛販売用不動産 ※2,3  101,493   127,545  

５　貯蔵品 　  2   6  

６　前払費用 　  1,832   4,642  

７　繰延税金資産 　  482   886  

８　その他 　  498   739  

　　貸倒引当金 　  △3   △19  

流動資産合計 　  136,884 96.1  172,793 97.5

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ※2,3 2,275   1,765   

減価償却累計額 　 562 1,713  509 1,255  

(2）機械装置及び運搬具 　 15   115   

減価償却累計額 　 12 3  97 18  

(3）器具及び備品 　 89   204   

減価償却累計額 　 42 46  103 100  

(4）土地 ※2,3  2,734   1,664  

有形固定資産合計 　  4,497 3.2  3,039 1.7

２　無形固定資産 　  54 0.0  75 0.0

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  544   595  

(2）長期貸付金 　  3   0  

(3）繰延税金資産 　  64   157  

(4）その他 　  443   620  

　　貸倒引当金 　  －   △0  

投資その他の資産合計 　  1,056 0.7  1,374 0.8

固定資産合計 　  5,608 3.9  4,488 2.5

資産合計 　  142,493 100.0  177,282 100.0
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前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※４  1,643   6,117  

２　短期借入金 ※２  14,558   17,040  

３　一年以内返済予定
長期借入金

※２  30,425   38,589  

４　未払金 ※２  1,966   1,606  

５　未払法人税等 　  3,920   5,679  

６　前受金 　  1,223   5,423  

７　賞与引当金 　  340   555  

８　役員賞与引当金 　  43   97  

９　その他 　  473   647  

流動負債合計 　  54,595 38.3  75,758 42.7

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※２  69,072   74,294  

２　預り敷金 　  1,379   691  

３　退職給付引当金 　  7   26  

４　繰延税金負債　 　  2   －  

５　その他 ※２  1,208   102  

固定負債合計 　  71,670 50.3  75,115 42.4

負債合計 　  126,266 88.6  150,873 85.1

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金   4,120 2.9  4,169 2.3

２　資本剰余金 　  4,070 2.9  4,119 2.3

３　利益剰余金 　  7,894 5.5  17,676 10.0

　　　株主資本合計 　  16,084 11.3  25,965 14.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券
評価差額金

  13 0.0  4 0.0

２　繰延ヘッジ損益   △6 △0.0  △4 △0.0

　　　評価・換算差額等合計 　  7 0.0  △0 △0.0

Ⅲ　少数株主持分 　  134 0.1  444 0.3

　　純資産合計 　  16,226 11.4  26,409 14.9

　　負債純資産合計 　  142,493 100.0  177,282 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　不動産開発事業売上高 　 12,115   18,697   

２　資産活性化事業売上高 　 67,617   91,494   

３　賃貸その他事業売上高 　 672 80,406 100.0 590 110,783 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　不動産開発事業原価 　 9,022   14,736   

２　資産活性化事業原価 　 52,043   63,401   

３　賃貸その他事業原価 　 361 61,426 76.4 293 78,430 70.8

売上総利益 　  18,979 23.6  32,353 29.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  5,555 6.9  9,757 8.8

営業利益 　  13,424 16.7  22,595 20.4

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 3   15   

２　解約違約金収入 　 29   11   

３　保険解約返戻金 　 0   －   

４　消費税差額 　 33   －   

５　その他 　 5 73 0.1 8 35 0.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 2,320   3,673   

２　金利スワップ費用 　 7   5   

３　融資手数料 　 1,734   1,489   

４　持分法による投資損失 　 46   53   

５　その他 　 57 4,166 5.2 70 5,292 4.7

経常利益 　  9,331 11.6  17,338 15.7

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※２ －   564   

２　解約違約金収入 ※３ － － － 926 1,490 1.3

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※４ 0   －   

２　固定資産除却損 ※５ 8   0   

３　固定資産処分損 ※６ －   285   

４　販売用不動産評価損 　 －   104   

５　本社移転費 　 －   83   

６　減損損失 ※７ 181 189 0.2 174 648 0.6

税金等調整前当期純利益 　  9,141 11.4  18,180 16.4

法人税、住民税及び
事業税

　 4,666   7,787   

法人税等調整額 　 △404 4,262 5.3 △493 7,293 6.5

少数株主損失 　  21 0.0  45 0.0

当期純利益 　  4,901 6.1  10,932 9.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）   

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持　　分

純資産

合　計資本金
資　本

剰余金

利　益

剰余金

株主資本

合　　計

そ の 他

有価証券

評　　価

差 額 金

繰　延

ヘッジ

損　益

評価・

換　算

差額等

合　計

平成18年５月31日残高
（百万円）

82 32 3,306 3,421 ― △7 △7 ― 3,413

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 4,037 4,037  8,075     8,075

剰余金の配当   △313 △313     △313

当期純利益   4,901 4,901     4,901

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変動額(純額)

    13 1 15 134 150

連結会計年度中の変動額
合計（百万円）

4,037 4,037 4,588 12,663 13 1 15 134 12,813

平成19年５月31日残高
（百万円）

4,120 4,070 7,894 16,084 13 △6 7 134 16,226

　

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）   

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持　　分

純資産

合　計資本金
資　本

剰余金

利　益

剰余金

株主資本

合　　計

そ の 他

有価証券

評　  価

差 額 金

繰  延

ヘッジ

損  益

評価・

換  算

差額等

合  計

平成19年５月31日残高
（百万円）

4,120 4,070 7,894 16,084 13 △6 7 134 16,226

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 49 49  98     98

剰余金の配当   △1,150 △1,150     △1,150

当期純利益   10,932 10,932     10,932

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の
変動額(純額)

    △9 1 △7 309 301

連結会計年度中の変動額
合計（百万円）

49 49 9,782 9,880 △9 1 △7 309 10,182

平成20年５月31日残高
（百万円）

4,169 4,119 17,676 25,965 4 △4 △0 444 26,409
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 9,141 18,180

減価償却費 　 128 176

のれん償却額 　 90 －

減損損失 　 181 174

株式交付費 　 35 2

持分法による投資損失 　 46 53

固定資産売却益 　 － △564

固定資産売却損 　 0 －

固定資産除却損 　 8 0

固定資産処分損 　 － 285

解約違約金収入 　 － △926

受取利息及び受取配当金 　 △4 △16

支払利息 　 2,320 3,673

金利スワップ費用 　 7 5

融資手数料 　 1,734 1,489

売上債権の増減額 　 △73 △114

仮払金の増減額 　 97 81

退職給付引当金の増減額 　 2 1

たな卸資産の増減額 　 △57,546 △30,384

未収入金の増減額 　 976 △143

前払費用の増減額 　 △910 △2,843

仕入債務の増減額 　 △5,235 4,472

未払金の増減額 　 1,131 △361

賞与引当金の増減額 　 143 213

前受金の増減額 　 △1,503 4,192

預り敷金の増減額 　 795 △688

長期未払金の増減額 　 1,198 △1,133

その他 　 △115 31

小計 　 △47,349 △4,140

利息及び配当金の受取額 　 4 16

利息の支払額 　 △2,399 △3,544

法人税等の支払額 　 △2,307 △6,044

その他 　 △1,741 △854

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △53,793 △14,567
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前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の払戻による収入 　 766 9

連結子会社取得に伴う収入 ※２ － 16

有形固定資産の取得による支出 　 △243 △274

有形固定資産の売却による収入 　 0 1,317

無形固定資産の取得による支出 　 △42 △36

投資有価証券の取得による支出 　 △360 △56

出資金の払込による支出 　 △2 －

関連会社への払込による支出 　 △87 △70

敷金の払込による支出 　 － △275

敷金の返還による収入 　 － 138

その他 　 △16 3

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 14 773

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入による収入 　 36,983 47,897

短期借入金の返済による支出 　 △32,575 △45,068

長期借入による収入 　 89,794 79,573

長期借入金の返済による支出 　 △46,586 △66,534

株式の発行による収入 　 8,039 96

少数株主からの払込による収入 　 178 355

配当金の支払額 　 △313 △1,142

その他 　 △21 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 55,498 15,176

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 1,719 1,382

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,749 3,469

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 3,469 4,851
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　12社

連結子会社の名称

有限責任中間法人立川・武蔵村山

レジデンシャルパーク開発研究会

合同会社タワープレイス東陽町

有限会社東山レジデンシャルタ

ワーズ

有限責任中間法人多摩永山情報教

育センター研究会

有限会社多摩永山情報教育セン

ター

有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会

有限会社東雲レジデンシャルタ

ワー

有限責任中間法人ＳＳＰ

ＳＳＰ特定目的会社

三浦プロジェクト有限責任中間法

人

三浦初声特定目的会社

合同会社トラストワンビル

有限責任中間法人多摩永山情報教

育センター研究会、有限会社多摩永山

情報教育センター、有限責任中間法人

東雲レジデンシャルタワー開発研究

会、有限会社東雲レジデンシャルタ

ワー、有限責任中間法人ＳＳＰ、ＳＳ

Ｐ特定目的会社、三浦プロジェクト有

限責任中間法人、三浦初声特定目的会

社、合同会社トラストワンビルについ

ては、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めてお

ります。

従来まで連結子会社であった有限

責任中間法人有明・台場タワーマン

ション開発研究会は平成18年11月28

日をもって清算し、連結決算日におい

て連結子会社ではなくなっておりま

すが、連結子会社であった期間の損益

計算書は連結の範囲に含めておりま

す。

(1）連結子会社の数　16社

連結子会社の名称

合同会社タワープレイス東陽町

有限責任中間法人多摩永山情報教

育センター研究会

有限会社多摩永山情報教育セン

ター

有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会

有限会社東雲レジデンシャルタ

ワー

有限責任中間法人ＳＳＰ

ＳＳＰ特定目的会社

三浦プロジェクト有限責任中間法

人

三浦初声特定目的会社

合同会社トラストワンビル

有限責任中間法人青海シーサイド

プロジェクト

合同会社青海シーサイドプロジェ

クト

株式会社ラクスマリーナ

合同会社九十九里シーサイドプロ

ジェクト

有限責任中間法人厚木ビジネスタ

ワー

合同会社厚木ビジネスタワー

有限責任中間法人青海シーサイド

プロジェクト、合同会社青海シーサイ

ドプロジェクト、合同会社九十九里

シーサイドプロジェクト、有限責任中

間法人厚木ビジネスタワー、合同会社

厚木ビジネスタワーについては、当連

結会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。

株式会社ラクスマリーナについて

は、当連結会計年度において新たに持

分を取得したため、連結の範囲に含め

ております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 従来まで連結子会社であった有限

会社有明レジデンシャルタワーズは

平成18年11月27日をもって清算し、連

結決算日において連結子会社ではな

くなっておりますが、連結子会社で

あった期間の損益計算書は連結の範

囲に含めております。

従来まで連結子会社であった有限

会社立川・武蔵村山レジデンシャル

パークは平成19年４月６日をもって

清算し、連結決算日において連結子会

社ではなくなっておりますが、連結子

会社であった期間の損益計算書は連

結の範囲に含めております。

有限責任中間法人立川・武蔵村山

レジデンシャルパーク開発研究会は

平成19年３月14日をもって解散を決

議しております。

合同会社タワープレイス東陽町は

平成19年４月30日をもって解散を決

議しております。

有限会社東山レジデンシャルタ

ワーズは平成19年５月21日をもって

解散を決議しております。

従来まで連結子会社であった有限

責任中間法人立川・武蔵村山レジデ

ンシャルパーク開発研究会は平成19

年９月20日をもって清算し、連結決算

日において連結子会社ではなくなっ

ておりますが、連結子会社であった期

間の損益計算書は連結の範囲に含め

ております。

従来まで連結子会社であった有限

会社東山レジデンシャルタワーズは

平成19年９月14日をもって清算し、連

結決算日において連結子会社ではな

くなっておりますが、連結子会社で

あった期間の損益計算書は連結の範

囲に含めております。

合同会社タワープレイス東陽町は

平成19年４月30日をもって解散を決

議しております。

有限責任中間法人多摩永山情報教

育センター研究会は平成19年10月12

日をもって解散を決議しております。

有限会社多摩永山情報教育セン

ターは平成19年10月12日をもって解

散を決議しております。

 
(2）非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社数　２社

持分法適用の関連会社の名称

有明開発特定目的会社

有明プロジェクト有限責任中間法人

持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、各

社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

持分法適用の関連会社数　２社

持分法適用の関連会社の名称

有明開発特定目的会社

有明プロジェクト有限責任中間法人

持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、各

社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち合同会社タワープレ

イス東陽町、有限会社東雲レジデンシャル

タワー、有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会、ＳＳＰ特定目的

会社、有限責任中間法人ＳＳＰ、三浦初声

特定目的会社及び三浦プロジェクト有限

責任中間法人の決算日は４月30日であり

ます。

　連結子会社のうち有限会社多摩永山情報

教育センター及び有限責任中間法人多摩

永山情報教育センター研究会の決算日は

２月28日であります。

　連結子会社のうち合同会社トラストワン

ビルの決算日は３月31日であります。

連結子会社のうち合同会社タワープレ

イス東陽町、有限会社東雲レジデンシャル

タワー、有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会、有限責任中間法

人ＳＳＰ、三浦初声特定目的会社及び三浦

プロジェクト有限責任中間法人の決算日

は４月30日であります。

　連結子会社のうち有限会社多摩永山情報

教育センター、有限責任中間法人多摩永山

情報教育センター研究会及びＳＳＰ特定

目的会社の決算日は２月29日であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 連結財務諸表の作成に当たっては、各連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、各子会社の決算日

から連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

  有限責任中間法人立川・武蔵村山レジ

デンシャルパーク開発研究会及び有限会

社東山レジデンシャルタワーズの決算日

は連結決算日と一致しております。

連結子会社のうち合同会社トラストワ

ンビル、有限責任中間法人青海シーサイド

プロジェクト、合同会社青海シーサイドプ

ロジェクト、株式会社ラクスマリーナ、合

同会社九十九里シーサイドプロジェクト、

有限責任中間法人厚木ビジネスタワー及

び合同会社厚木ビジネスタワーの決算日

は３月31日であります。 

  連結財務諸表の作成に当たっては、各連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、各子会社の決算日

から連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

なお、当連結会計年度より、ＳＳＰ特定

目的会社の決算日を４月30日から２月29

日へと変更しております。これによりＳＳ

Ｐ特定目的会社の当連結会計年度に含ま

れる月数は、平成19年５月１日から平成20

年２月29日までの10ヶ月となっておりま

す。

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

①　有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

　販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法

　貯蔵品

最終仕入原価法

②　たな卸資産

　販売用不動産及び仕掛販売用不動産

同左

　貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

イ　平成10年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成10年４月１日から平成19年３月

31日までに取得したもの

旧定額法

ハ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定額法

建物以外

イ　平成19年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　　10～50年

車両運搬具　　　　　　　　６年

器具及び備品　　　　　３～15年

①　有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

イ　平成10年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成10年４月１日から平成19年３月

31日までに取得したもの

旧定額法

ハ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定額法

建物以外

イ　平成19年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　　８～50年

　     船舶                      ２年

車両運搬具　　　　　　　　６年

器具及び備品　　　　　３～20年
 　 （追加情報）

  当社及び連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。

  これに伴う損益への影響は軽微で

あります。

 ②　無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

②　無形固定資産

同左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(4）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞与

支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるため、賞与支

給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金

同左

　 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、「退

職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会　会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法）により、当連結会計年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。

④　退職給付引当金

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを低減させ

るため金利スワップによりヘッジを

行っております。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断して

おります。

④　ヘッジ有効性評価の方法

 同左

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消費

税及び地方消費税は、発生年度の期間費

用として処理しております。

消費税等の会計処理

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　有限会社東山レジデンシャルタワーズに

係るのれんについては、同社に対する投資

の効果の発現する期間を見積もり、３年間

で償却しております。

　なお、有限会社東山レジデンシャルタ

ワーズは、平成19年５月21日をもって解散

を決議したことにより、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

　のれん及び負ののれんの償却について

は、投資効果の発現すると見積もられる期

間で償却しております。

　なお、株式会社ラクスマリーナに係るの

れんについては、株式取得時に検討した事

業計画において、当初想定していた収益が

見込めなくなったことにより、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しておりま

す。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

有価証券報告書

46/96



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

　これに伴う損益への影響は軽微であります。

────────

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

当社は、平成18年12月12日を払込期日とする新株式発

行により資本金が１億円超となったため、法人事業税に

おける外形標準課税制度の適用をうけることとなりまし

た。

　そのため、当連結会計年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　 

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。

　この結果、販売費及び一般管理費は、80百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額減

少しております。

────────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（その他の有価証券） 105百万円

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（その他の有価証券） 121百万円

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 現金及び預金 115百万円 

 販売用不動産 28,279  

 仕掛販売用不動産 87,147 　

 建物 1,636 　

 土地 2,608 　

 合計 119,787 　

  なお、上記の他に連結上相殺消去されている

関係会社株式３百万円、その他の関係会社有価

証券０百万円を担保に供しています。

 現金及び預金 150百万円 

 販売用不動産 33,635  

 仕掛販売用不動産 113,739 　

 建物 1,083 　

 土地 1,539 　

 合計 150,147 　

  なお、上記の他に連結上相殺消去されている

その他の関係会社有価証券２百万円を担保に供

しています。

担保付債務は次のとおりであります。

 短期借入金 13,025百万円 

 一年以内返済予定長期借入金 30,425 　

 長期借入金 62,904 　

 合計 106,355 　

  なお、上記の他に未払金599百万円、長期未払

金1,198百万円、長期借入金5,168百万円に対して

仕掛販売用不動産7,377百万円を登記留保として

提供しております。

担保付債務は次のとおりであります。

 短期借入金 15,226百万円 

 一年以内返済予定長期借入金 34,257 　

 長期借入金 67,873 　

 合計 117,357 　

  なお、上記の他に短期借入金1,200百万円、一年

以内返済予定長期借入金3,632百万円、長期借入

金4,250百万円に対して仕掛販売用不動産8,873

百万円を登記留保として提供しております。

※３．販売用不動産の保有目的の変更

当連結会計年度において、販売用不動産を保有目的

の変更により、有形固定資産（建物26百万円、土地46

百万円）に振り替えております。

※３．有形固定資産の保有目的の変更

当連結会計年度において、有形固定資産（土地652 

百万円）を保有目的の変更により、仕掛販売用不動産

に振り替えております。

※４．　　　　　　　──────── ※４．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残

高に含まれております。

 支払手形 354百万円 
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前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

　５．　　　　　　　──────── 　５．偶発債務

(1) 債務の保証

  当社は、顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登

記完了までの間、金融機関等に対して連帯債務保証を

行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

一般顧客 13件 307 住宅ローン

計 307 ―

(2) その他 

  当社は、株式会社フレッグインターナショナルに対

する事業用不動産販売取引に関して、同社より当該契

約の解除を理由とする売買代金等（777百万円）の返

還請求訴訟を平成20年５月20日に東京地方裁判所に

提起されました。当社としては、解除事由は存在しな

いものと認識しており、現在係争中であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 808百万円 

販売促進費 559 

その他販売経費 873 

従業員給与及び賞与 963 

租税公課 644 

減価償却費 46 

賞与引当金繰入額 321 

役員賞与引当金繰入額 43 

貸倒引当金繰入額 1 

退職給付費用 2 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

広告宣伝費 1,680百万円 

販売促進費 408 

その他販売経費 2,393 

従業員給与及び賞与 1,828 

租税公課 882 

減価償却費 102 

賞与引当金繰入額 530 

役員賞与引当金繰入額 97 

貸倒引当金繰入額 17 

退職給付費用 2 

※２．　　　　　　──────── ※２．固定資産売却益の内訳

建物及び構築物 50百万円

土地 514 

※３．　　　　　　──────── ※３．特別利益に計上されている「解約違約金収入」は、

当社が売主となっていた、土地の売買契約の解約によ

る違約金を計上しております。

※４．固定資産売却損の内訳

車両運搬具 0百万円

※４．　　　　　　────────

※５．固定資産除却損の内訳

建物 7百万円

建物附属設備 0 

器具及び備品 1 

※５．固定資産除却損の内訳

器具及び備品 0百万円

※６．　　　　　　──────── ※６．特別損失に計上されている「固定資産処分損」は、

建物の取り壊しに係る費用を計上しております。

※７．当連結会計年度において、以下の資産について減損

損失を計上いたしました。

種類 場所

のれん ―

　　　平成19年５月21日をもって、連結子会社の有限会社東

山レジデンシャルタワーズが解散を決議したことに

より、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該資産の回収可能価額は使用価値を零とし

て減損損失を測定しております。

※７．当連結会計年度において、以下の資産について減損

損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失額
（百万円）

東京都

中央区

賃貸用

不動産
建物 137

― その他 のれん 36

当連結会計年度において、従来賃貸事業目的に保有

していた固定資産を販売目的に変更し、翌連結会計年

度において建物については取り壊す計画であるため、

正味売却価額を零として評価し、帳簿価額全額を減損

損失として特別損失に計上いたしました。

のれんについては、株式取得時に検討した事業計画

において、当初想定していた収益が見込めなくなった

ことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

　なお、当該資産の回収可能価額は使用価値を零とし

て減損損失を測定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類

前連結会計年度末の

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末の

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 10,100 313,400 ― 323,500

合　　計 10,100 313,400 ― 323,500

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合　　計 ― ― ― ―

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加の内訳は以下の通りであります。

    平成18年９月14日付株式分割（１：５）による増加 　　　40,400株

    公募による新株の発行による増加　　　　　　　　　　　 11,500株

    第三者割当による新株の発行による増加　                2,500株

    新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　        200株

    平成19年４月１日付株式分割（１：５）による増加　    258,800株 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年８月28日

定時株主総会
普通株式 111 11,000 平成18年５月31日 平成18年８月29日

平成19年１月15日

取締役会
普通株式 202 4,000 平成18年11月30日 平成19年２月15日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年８月29日

定時株主総会
普通株式 647 利益剰余金 2,000 平成19年５月31日 平成19年８月30日

 当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類

前連結会計年度末の

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末の

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 323,500 23,425 ― 346,925

合　　計 323,500 23,425 ― 346,925

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合　　計 ― ― ― ―

(注) 普通株式の発行済株式総数の増加23,425株は新株予約権の行使によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年８月29日

定時株主総会
普通株式 647 2,000 平成19年５月31日 平成19年８月30日

平成20年１月15日

取締役会
普通株式 503 1,500 平成19年11月30日 平成20年２月18日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年８月28日

定時株主総会
普通株式 1,075 利益剰余金 3,100 平成20年５月31日 平成20年８月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年５月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年５月31日現在）

現金及び預金 3,584百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△115 

現金及び現金同等物 3,469 

現金及び預金 4,894百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△43 

現金及び現金同等物 4,851 

※２．　　　　　　　───── ※２．持分の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　持分の取得により新たに株式会社ラクスマリーナ

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳ならびに株式会社ラクスマリーナ持分の取

得価額と株式会社ラクスマリーナ取得による増加

（純額）との関係は次のとおりであります。

 流動資産 23百万円

固定資産 1 

のれん 36 

流動負債 △14 

固定負債 △47 

持分取得価額 0 

株式会社ラクスマリーナの現金

及び現金同等物
△16 

差引：株式会社ラクスマリーナ

取得による増加
16 

　３．重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上した割賦取引に係

る資産及び債務の額は、それぞれ1,798百万円であり

ます。

　３．　　　　　　　─────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、及び期末残高相当額 

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具及び備品 35 14 21

合計 35 14 21

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

3 0 2

器具及び備品　 25 12 12

合計 28 13 15

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 10 　

合計 21 　

１年内 6百万円

１年超 8 　

合計 15 　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 4 　

合計 5 　

１年内 1百万円

１年超 3 　

合計 4 　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年５月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 56 79 23

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 56 79 23

合計 56 79 23

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

優先出資証券 195

匿名組合出資金 165

当連結会計年度（平成20年５月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 56 63 7

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 56 63 7

合計 56 63 7

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

優先出資証券 210

匿名組合出資金 199
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。

(1）取引の内容

 同左

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(2）取引に対する取組方針

 同左

(3) 取引の利用目的

　デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(3) 取引の利用目的

 同左

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

　

　

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

　

　

③ヘッジ方針

当社の内部管理規程に基づき金利変動リスクを

ヘッジしております。

　

　

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており

ます。

　

　

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。

(4）取引に係るリスクの内容

 同左

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

 同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　─────

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　─────

２．取引の時価等に関する事項

すべてのデリバティブ取引について、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

(1）退職給付債務（百万円） 7 26

(2）退職給付引当金（百万円） 7 26

　（注） 当社グループは、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

退職給付費用（百万円） 2 2

(1) 勤務費用（百万円） 2 2

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社グループは、退職給付債務の算定方式として簡便法を採用しているため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

 前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当たりの本源

的価値の見積りによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上しておりません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　 平成18年５月期 ①平成18年５月期 ②平成18年５月期 ③平成18年５月期 ④ 平成19年５月期⑤

付与対象者の

区分別人数

当社取締役　３名

当社従業員　７名
２社

当社監査役　３名

当社従業員　62名
当社従業員　65名 当社従業員　30名

ストック・

オプションの数

（注) １

普通株式

12,500株

(注) ２

普通株式

26,000株

(注) ２

普通株式

6,250株

(注) ２

普通株式

6,250株

(注) ２

普通株式

4,500株

(注) ２

付与日 平成17年６月30日 平成17年６月30日 平成17年11月30日 平成18年４月30日 平成18年８月31日

権利確定条件  （注）３ （注）４ （注）３ （注）３ （注）３ 

対象勤務期間
対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

権利行使期間
平成19年６月１日

平成24年５月31日

平成18年５月１日

平成23年５月31日

（注）５

平成19年12月１日

平成24年11月30日

平成19年12月１日

平成24年11月30日

平成20年11月１日

平成25年10月31日

(注) ６

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成18年９月14日付及び平成19年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割を

それぞれ行っておりますが、上記株式数は当該株式分割調整後の株式数を記載しております。

３．権利行使の条件は以下の通りです。

①　対象者は権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを要し、それ

以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監査役を任

期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任又は退職後

の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。

②　対象者の相続人による行使は認めない。 

③　新株予約権者はその割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

④　その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

４．権利行使の条件は以下の通りです。

①　対象者が社外コンサルティング契約締結先の場合、権利行使時においても、当社と協力関係にあることを要す

る。

②　新株予約権の合併による承継は認めない。 

③　対象者はその割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使はで

きないものとする。 

④　その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

 ５．権利行使開始日を平成18年６月１日から平成18年５月１日に変更しております。

 ６．権利行使開始日を平成20年９月１日から平成20年11月１日に変更しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

　 平成18年５月期 ① 平成18年５月期 ② 平成18年５月期 ③ 平成18年５月期 ④ 平成19年５月期 ⑤

権利確定前（株）      

前連結会計年度末残 12,250 ― 5,750 6,250 ―

付与 ― ― ― ― 4,500

失効 ― ― 325 200 300

権利確定 12,250 ― ― ― ―

未確定残 ― ― 5,425 6,050 4,200

権利確定後（株）      

前連結会計年度末残 ― 1,000 ― ― ―

権利確定 12,250 ― ― ― ―

権利行使 ― 1,000 ― ― ―

失効 ― ― ― ― ―

未行使残 12,250 ― ― ― ―

（注）平成18年９月14日付及び平成19年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割をそれ

      ぞれ行っておりますが、上記株式数は当該株式分割調整後の株式数を記載しております。

 

②単価情報

　 平成18年５月期 ① 平成18年５月期 ② 平成18年５月期 ③ 平成18年５月期 ④ 平成19年５月期⑤

権利行使価格（円)

(注)１ 
2,600 2,600 6,000 6,000 124,000

行使時平均株価（円)(注)

１ 
― 208,923 ― ― ―

公正な評価単価

（付与日）（円）
― ― ― ― ―

（注）平成18年９月14日付及び平成19年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割をそれ　

　　　ぞれ行っておりますが、上記権利行使価格及び行使時平均株価は、当該株式分割調整後の権利行使価格及び行使

　　　時平均株価を記載しております。 

 ３. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

平成18年８月31日に付与したストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は、単位当たりの本源的

価値によっており、その価値の算定の基礎となる自社株式の評価方法は、類似公開企業比較法によっており、付与時点

の単位あたりの本源的価値は零となり、ストック・オプションの公正な評価単価も零と算定しております。

　また、当連結会計年度末における本源的価値の合計は、399百万円であります。

　なお、当社は平成18年12月13日にジャスダック証券取引所に上場したため、本源的価値の算定においては、株価が企業

価値を最も良く表しうると考えられるため、期末日現在の株価の終値をもって、本源的価値を算定しております。

 

 当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当たりの本源

的価値の見積りによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上しておりません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　 平成18年５月期 ①平成18年５月期 ③平成18年５月期 ④ 平成19年５月期⑤

付与対象者の

区分別人数

当社取締役　３名

当社従業員　７名

当社監査役　３名

当社従業員　62名
当社従業員　65名 当社従業員　30名

ストック・

オプションの数

（注) １

普通株式

12,500株

普通株式

6,250株

普通株式

6,250株

普通株式

4,500株

付与日 平成17年６月30日 平成17年11月30日 平成18年４月30日 平成18年８月31日

権利確定条件  （注）２ （注）２ （注）２ （注）２ 

権利行使期間
平成19年６月１日

平成24年５月31日

平成19年12月１日

平成24年11月30日

平成19年12月１日

平成24年11月30日

平成20年11月１日

平成25年10月31日
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（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．権利行使の条件は以下の通りです。

①　対象者は権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを要し、それ

以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監査役を任

期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任又は退職後

の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。

②　対象者の相続人による行使は認めない。 

③　新株予約権者はその割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使

はできないものとする。

④　その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

　 平成18年５月期 ① 平成18年５月期 ③ 平成18年５月期 ④ 平成19年５月期 ⑤

権利確定前（株）     

前連結会計年度末残 ― 5,425 6,050 4,200

付与 ― ― ― ―

失効 ― 200 100 500

権利確定 ― 5,225 5,950 ―

未確定残 ― ― ― 3,700

権利確定後（株）     

前連結会計年度末残 12,250 ― ― ―

権利確定 ― 5,225 5,950 ―

権利行使 12,250 5,225 5,950 ―

失効 ― ― ― ―

未行使残 ― ― ― ―

 

②単価情報

　 平成18年５月期 ① 平成18年５月期 ③ 平成18年５月期 ④ 平成19年５月期⑤

権利行使価格（円) 2,600 6,000 6,000 124,000

行使時平均株価（円) 180,119 113,994 113,994 ―

公正な評価単価

（付与日）（円）
― ― ― ―

 ３. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

平成18年８月31日に付与したストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は、単位当たりの本源的

価値によっており、その価値の算定の基礎となる自社株式の評価方法は、類似公開企業比較法によっており、付与時点

の単位あたりの本源的価値は零となり、ストック・オプションの公正な評価単価も零と算定しております。

　また、当連結会計年度末における本源的価値の合計は零であります。

　なお、当社は平成18年12月13日にジャスダック証券取引所に上場したため、本源的価値の算定においては、株価が企業

価値を最も良く表しうると考えられるため、期末日現在の株価の終値をもって、本源的価値を算定しております。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産 

 繰越欠損金 65百万円

 未払事業税 242 

 賞与引当金 138 

 固定資産税 34 

 その他 75 

 繰延税金資産小計 555 

 評価性引当額 △1 

 繰延税金資産合計 554 

 繰越欠損金 114百万円

 未払事業税 444 

 賞与引当金 225 

 国庫等補助金 117 

 減損損失 55 

 販売用不動産評価損 42 

 その他 63 

 繰延税金資産小計 1,062 

 評価性引当額 △16 

 繰延税金資産合計 1,046 

繰延税金負債 繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △9百万円

 繰延税金負債合計 △9 

 繰延税金資産の純額 545 

 その他有価証券評価差額金 △2百万円

 繰延税金負債合計 △2 

 繰延税金資産の純額 1,043 

（注）繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 482百万円

 固定資産－繰延税金資産 64 

 固定負債－繰延税金負債 △2 

 流動資産－繰延税金資産 886百万円

 固定資産－繰延税金資産 157 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％ 

（調整）   
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 1.06％  

のれん償却額 1.21％  

持分法投資損失 0.21％  

留保金課税 2.29％  

住民税均等割 0.05％  

その他 1.10％  
税効果会計適用後の
法人税等の負担率 46.62％  

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

３．外形標準課税制度の適用に伴う法人税等の税率の変

更について

 　 当連結会計年度から外形標準課税制度を適用したこと

により、法人事業税率が変更になりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税

率を42.05％から40.70％に変更いたしました。この法定

実効税率の変動により連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。

３．　               ───── 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

 
不動産開発
事業

（百万円）

資産活性化
事業

 （百万円）

賃貸その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消 去
又は
全 社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

(1）外部顧客に対する売上高 12,115 67,617 672 80,406 ― 80,406

(2）セグメント間の

内部売上高又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 12,115 67,617 672 80,406 ― 80,406

営業費用 10,921 53,949 364 65,236 1,745 66,981

営業利益 1,193 13,667 307 15,169 △1,745 13,424

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 66,498 68,576 4,633 139,708 2,784 142,493

減価償却費 ― ― 81 81 46 128

減損損失 ― 181 ― 181 ― 181

資本的支出 ― ― 260 260 104 364

  （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

不動産開発事業……マンション等の開発・販売

資産活性化事業……収益不動産再生及び土地再開発等

賃貸その他事業……オフィスビル、マンションの賃貸

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,745百万円であり、その主なもの

は総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,784百万円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

 
不動産開発
事業

（百万円）

資産活性化
事業

 （百万円）

賃貸その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消 去
又は
全 社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

(1）外部顧客に対する売上高 18,697 91,494 590 110,783 － 110,783

(2）セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － － －

計 18,697 91,494 590 110,783 － 110,783

営業費用 17,505 67,193 329 85,028 3,159 88,188

営業利益 1,192 24,301 261 25,754 △3,159 22,595

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 114,889 54,259 3,101 172,250 5,032 177,282

減価償却費 － － 74 74 102 176

減損損失 － － 174 174 － 174

資本的支出 － 0 2 2 309 312
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　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

不動産開発事業……マンション等の開発・販売

資産活性化事業……収益不動産再生及び土地再開発等

賃貸その他事業……オフィスビル、マンションの賃貸等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,159百万円であり、その主なもの

は総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、5,032百万円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

住所

資本金
又 は
出資金
（百万円）

事業の内容
又　は
職　　　業

議決権等
の所有

(被所有)
割　合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 津江 真行 － － 当　　　社
常務取締役

被所有
直接
1.39

－ －
分譲マン
ションの販
売（注）

41 － －

役員 井上 公康 － － 当　　　社
社外監査役 － － －

分譲マン
ションの販
売（注）

26 － －

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

 （注） 一般顧客に対する価格設定に基づいて取引を行っております。

当連結会計年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

住所

資本金
又 は
出資金
（百万円）

事業の内容
又　は
職    　業

議決権等
の所有

(被所有)
割　合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役　　員
及 び
主要株主

森　俊一 － －
当      社
代表取締役
社      長

被所有
直接
36.75

－ －

分譲マン
ションの販
売にかかる
手付（注）

90 前受金 90

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

 （注） 一般顧客に対する価格設定に基づいて取引を行っております。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり純資産額 49,743円55銭       74,843円95銭 

１株当たり当期純利益 17,228円61銭       32,166円40銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 15,812円82銭 

　平成18年９月14日付で株式１株に

つき５株の株式分割、平成19年４月

１日付で株式１株につき５株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年

度における１株当たり情報について

は、以下のとおりであります。

前連結会計年度

１株当たり純資産額

13,519円53銭

１株当たり当期純利益

7,809円19銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権の残高はありますが、当社株式は

非上場であり、期中平均株価が把握

できませんので記載しておりませ

ん。

      31,487円78銭 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

        ります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 4,901 10,932

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,901 10,932

普通株式の期中平均株式数（株） 284,482 339,879

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（株） 25,471 7,325

（うち新株予約権）  (25,471)          (7,325)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 

─────

  

 

─────
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（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 　　　　　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 14,558 17,040 3.70 －

１年以内に返済予定の長期借入金 30,425 38,589 2.87 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
69,072 74,294 2.72  平成21年～32年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

計 114,057 129,924 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 57,473 16,103 125 109

（２）【その他】

 　　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 ※１  1,475   3,487  

２　売掛金 　  29   217  

３　販売用不動産 ※1,3  28,892   33,877  

４　仕掛販売用不動産 ※1,3,4  89,691   116,146  

５　貯蔵品 　  2   6  

６　前渡金 　  ―   345  

７　前払費用 　  1,828   4,621  

８　繰延税金資産 　  482   886  

９　未収入金 　  7   165  

10　その他 　  319   113  

　　貸倒引当金 　  △3   △17  

流動資産合計 　  122,726 93.2  159,852 94.7

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 ※1,3 2,275   1,759   

減価償却累計額 　 562 1,713  503 1,255  

(2）船舶 　 ―   1   

減価償却累計額 　 ― ―  0 0  

(3）車両運搬具 　 15   37   

減価償却累計額 　 12 3  19 18  

(4）器具及び備品 　 89   195   

減価償却累計額 　 42 46  95 99  

(5）土地 ※1,3  2,734   1,664  

有形固定資産合計 　  4,497 3.4  3,039 1.8

２　無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  2   2  

(2）ソフトウェア 　  52   72  

無形固定資産合計 　  54 0.1  74 0.0

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  439   473  

(2）関係会社株式 　  311   0  

(3）その他の関係会社
有価証券

※１  3,027   4,681  

(4）出資金 　  7   6  

(5）関係会社出資金 　  29   29  

(6）長期貸付金 　  3   0  

(7）長期前払費用 　  12   18  

(8）繰延税金資産 　  117   60  

 (9）その他 　  395   588  

　   貸倒引当金 　  ―   △0  

投資その他の資産合計 　  4,343 3.3  5,858 3.5

固定資産合計 　  8,895 6.8  8,972 5.3

資産合計 　  131,621 100.0  168,825 100.0
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前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 ※５  ―   3,786  

２　買掛金 　  1,643   2,329  

３　短期借入金 ※１  14,558   17,040  

４　一年以内返済予定
長期借入金

※１  30,321   38,439  

５　未払金 ※１  1,881   1,537  

６　未払費用 　  190   320  

７　未払法人税等 　  3,537   5,677  

８　前受金 　  1,222   5,407  

９　預り金 　  108   154  

10　賞与引当金 　  340   553  

11　役員賞与引当金 　  43   97  

12　その他 　  4   15  

流動負債合計 　  53,852 40.9  75,359 44.6

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※１  55,506   57,579  

２　関係会社長期借入金 ※４  3,414   8,865  

３　退職給付引当金 　  7   9  

４　預り敷金 　  1,379   666  

５　その他 ※１  1,208   72  

固定負債合計 　  61,517 46.8  67,193 39.8

負債合計 　  115,370 87.7  142,552 84.4

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金   4,120 3.1  4,169 2.5

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 4,070   4,119   

　　　資本剰余金合計 　  4,070 3.1  4,119 2.4

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 3   3   

(2）その他利益剰余金 　       

　　　　別途積立金 　 395   395   

 　　　 繰越利益剰余金 　 7,655   17,585   

　　　利益剰余金合計 　  8,053 6.1  17,983 10.7

　　　株主資本合計 　  16,243 12.3  26,272 15.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券
評価差額金

  13 0.0  4 0.0

２　繰延ヘッジ損益   △6 △0.0  △4 △0.0

　　　評価・換算差額等合計 　  7 0.0  △0 △0.0

　　純資産合計 　  16,251 12.3  26,272 15.6

　　　負債純資産合計 　  131,621 100.0  168,825 100.0
　 　       

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

有価証券報告書

69/96



②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１　不動産開発事業売上高 　 12,116   18,697   

２　資産活性化事業売上高 　 59,610   82,870   

３　賃貸その他事業売上高 　 672 72,400 100.0 590 102,158 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　不動産開発事業原価 　 9,106   14,766   

２　資産活性化事業原価 　 45,498   58,160   

３　賃貸その他事業原価 　 361 54,966 75.9 293 73,220 71.7

売上総利益 　  17,433 24.1  28,938 28.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  5,027 7.0  9,398 9.2

営業利益 　  12,406 17.1  19,539 19.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 ※２ 143   10   

２　受取配当金 　 0   115   

３　解約違約金収入 　 29   11   

４　保険解約返戻金 　 0   ―   

５　匿名組合投資利益 ※2,3 312   2,987   

６　その他 　 4 491 0.6 4 3,128 3.1

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 2,065   3,357   

２　金利スワップ費用 　 7   5   

３　融資手数料 　 1,282   1,160   

４　匿名組合投資損失 ※４ 308   435   

５　その他 　 57 3,721 5.1 64 5,022 4.9

経常利益 　  9,176 12.6  17,646 17.3

Ⅵ　特別利益 　       

　１　固定資産売却益 ※５ ―   564   

　２　解約違約金収入 ※６ ― ― ― 926 1,490 1.4

Ⅶ　特別損失 　       

　１　販売用不動産評価損 　 ―   104   

　２　固定資産売却損 ※７ 0   ―   

　３　固定資産除却損 ※８ 8   0   

　４　固定資産処分損 ※９ ―   285   

　５　減損損失 ※10 ―   137   

　６　関係会社出資金清算損失 ※11 4   1   

　７　関係会社株式評価損 ※12 291   ―   

　８　関係会社出資金評価損 ※13 1   0   

　９　本社移転費 　 ― 306 0.4 83 613 0.6

税引前当期純利益 　  8,870 12.2  18,523 18.1

法人税、住民税及び
事業税

　 4,283   7,784   

法人税等調整額 　 △282 4,001 5.5 △341 7,443 7.3

当期純利益 　  4,869 6.7  11,080 10.8
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売上原価明細書

イ．不動産開発事業原価 　

　

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 3,009 33.1 6,023 40.8

Ⅱ　建築費 5,238 57.5 7,589 51.4

Ⅲ　その他の経費 858 9.4 1,153 7.8

合計 9,106 100.0 14,766 100.0

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

ロ．資産活性化事業原価 　

　

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 37,458 82.3 48,034 82.6

Ⅱ　建物取得費 4,676 10.3 4,589 7.9

Ⅲ　その他の経費 3,363 7.4 5,537 9.5

合計 45,498 100.0 58,160 100.0

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

ハ．賃貸その他事業原価 　

　

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　減価償却費 81 22.5 74 25.3

Ⅱ　保守管理費 241 67.0 191 65.3

Ⅲ　租税公課 37 10.5 27 9.4

合計 361 100.0 293 100.0

　（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）   

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合  計

資本金

資　本
剰余金

利益剰余金

株主資本
合    計

そ の 他
有価証券
評    価
差 額 金

繰  延
ヘッジ
損  益

評価・
換  算
差額等
合  計資　本

準備金
利  益
準備金

その他利益剰余金
利  益
剰余金
合  計別  途

積立金
繰越利益
剰 余 金

平成18年５月31日
残高（百万円）

82 32 3 395 3,099 3,497 3,612 ― △7 △7 3,605

事業年度中の
変動額

           

 新株の発行 4,037 4,037     8,075    8,075

 剰余金の配当     △313 △313 △313    △313

 当期純利益     4,869 4,869 4,869    4,869

 株主資本以外の
 項目の事業年度
 中の変動額
 (純額)

       13 1 15 15

事業年度中の
変動額合計
（百万円）

4,037 4,037 ― ― 4,556 4,556 12,631 13 1 15 12,646

平成19年５月31日
残高（百万円）

4,120 4,070 3 395 7,655 8,053 16,243 13 △6 7 16,251

当事業年度（自 平成19年６月１日　至 平成20年５月31日）   

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合　計

資本金

資　本
剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計

そ の 他
有価証券
評　　価
差 額 金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・
換　算
差額等
合　計資　本

準備金
利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計別　途

積立金
繰越利益
剰 余 金

平成19年５月31日
残高（百万円）

4,120 4,070 3 395 7,655 8,053 16,243 13 △6 7 16,251

事業年度中の
変動額

           

 新株の発行 49 49     98    98

 剰余金の配当     △1,150 △1,150 △1,150    △1,150

 当期純利益     11,080 11,080 11,080    11,080

 株主資本以外の
 項目の事業年度
 中の変動額
 (純額)

       △9 1 △7 △7

事業年度中の
変動額合計
（百万円）

49 49 ― ― 9,929 9,929 10,028 △9 1 △7 10,020

平成20年５月31日
残高（百万円）

4,169 4,119 3 395 17,585 17,983 26,272 4 △4 △0 26,272
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、匿名組合への出資については、

組合財産の持分相当額により評価し、

組合の営業により獲得した損益の持

分相当額を当事業年度の損益として

計上しております。

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法

(1）販売用不動産及び仕掛販売用不動産

同左

 (2）貯蔵品

最終仕入原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

イ　平成10年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成10年４月１日から平成19年３月

31日までに取得したもの

旧定額法

ハ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定額法

建物以外

イ　平成19年３月31日以前に取得したも

の

旧定率法

ロ　平成19年４月１日以降に取得したも

の

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　　10～50年

車両運搬具　　　　　　　　６年

器具及び備品　　　　　３～15年

(1）有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

 イ 平成10年３月31日以前に取得した

もの

旧定率法

 ロ 平成10年４月１日から平成19年３

月31日までに取得したもの

旧定額法

 ハ 平成19年４月１日以降に取得した

もの

定額法 

建物以外

 イ 平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定率法 

 ロ 平成19年４月１日以降に取得した

もの

定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　　８～50年

　     船舶                      ２年

車両運搬具　　　　　　　　６年

器具及び備品　　　　　３～20年
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項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 　 　（追加情報）

  法人税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

  これに伴う損益への影響は軽微であ

ります。

 (2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

株式交付費

同左

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与

支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるため、賞与支

給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、「退

職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会　会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法）により、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を

計上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

７．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを低減させ

るため金利スワップによりヘッジを

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断して

おります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、発生年度の期間費用

として処理しております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

（固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日政令

第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

　これに伴う損益への影響は軽微であります。

─────

追加情報

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

当社は、平成18年12月12日を払込期日とする新株式発

行により資本金が１億円超となったため、法人事業税に

おける外形標準課税制度の適用をうけることとなりまし

た。

　そのため、当事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。

　この結果、販売費及び一般管理費は、80百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少して

おります。

─────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年５月31日）

当事業年度
（平成20年５月31日）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 現金及び預金 115百万円 

 販売用不動産 28,279  

 仕掛販売用不動産 75,354 　

 建物 1,636 　

 土地 2,608 　

 合計 107,994 　

 現金及び預金 150百万円 

 販売用不動産 33,635  

 仕掛販売用不動産 97,840 　

 建物 1,083 　

 土地 1,539 　

 合計 134,249 　

なお、上記の他にその他の関係会社有価証券０

百万円を関係会社の長期借入金の担保として差

入れております。

なお、上記の他にその他の関係会社有価証券０

百万円を関係会社の長期借入金の担保として差

入れております。

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

 短期借入金 13,025百万円 

 一年以内返済予定長期借入金 30,321 　

 長期借入金 52,938 　

 合計 96,285 　

 短期借入金 15,226百万円 

 一年以内返済予定長期借入金 34,106 　

 長期借入金 55,408 　

 合計 104,741 　

 なお、上記の他に未払金599百万円、長期未払金

1,198百万円、長期借入金1,568百万円に対して仕

掛販売用不動産3,953百万円を登記留保として提

供しております。

 なお、上記の他に短期借入金1,200百万円、一年以

内返済予定長期借入金3,632百万円に対して仕掛

販売用不動産4,511百万円を登記留保として提供

しております。

  ２．保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

合同会社トラス
トワンビル 420 借入債務

計 420 ―

  ２．            ────────

　

※３．販売用不動産の保有目的の変更

当事業年度において、販売用不動産を保有目的の変

更により、有形固定資産（建物26百万円、土地46百万

円）に振り替えております。

※３．有形固定資産の保有目的の変更

当事業年度において、有形固定資産（土地 652百万

円）を保有目的の変更により、仕掛販売用不動産に振

り替えております。　

※４．不動産流動化

当社が、連結子会社であるＳＳＰ特定目的会社に対

して、当社が保有するたな卸資産を売却した取引につ

き、「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る

譲渡人の会計処理に関する実務指針」（日本公認会

計士協会　会計制度委員会報告第15号）に準じて、金

融取引として会計処理いたしました。

  当該処理によって計上された主な資産及び負債は

下記の通りであります。

仕掛販売用不動産 3,414百万円

関係会社長期借入金 3,414 　

※４．不動産流動化

当社が、連結子会社であるＳＳＰ特定目的会社およ

び合同会社青海シーサイドプロジェクトに対して、当

社が保有するたな卸資産を売却した取引につき、「特

別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人

の会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協

会　会計制度委員会報告第15号）に準じて、金融取引

として会計処理しております。

  当該処理によって計上された主な資産及び負債は

下記の通りであります。

仕掛販売用不動産 8,865百万円

関係会社長期借入金 8,865 　
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前事業年度
（平成19年５月31日）

当事業年度
（平成20年５月31日）

※５．　　　　　　　──────── ※５．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年度末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。

 支払手形 354百万円 

　６.　　　　　　　 ──────── 　６．偶発債務

(1)債務の保証

  当社は、次の関係会社等について、金融機関からの

借入に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

合同会社トラス
トワンビル 415 借入債務

計 415 ―

  当社は、顧客の住宅ローンに関して、抵当権設定登

記完了までの間、金融機関等に対して連帯債務保証を

行っております。

保証先 金額（百万円） 内容

一般顧客 13件 307 住宅ローン

計 307 ―

(2) その他

　当社は、株式会社フレッグインターナショナルに対

する事業用不動産販売取引に関して、同社より当該契

約の解除を理由とする売買代金等（777百万円）の返

還請求訴訟を平成20年５月20日に東京地方裁判所に

提起されました。当社としては、解除事由は存在しな

いものと認識しており、現在係争中であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は42.9％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は57.1％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は47.7％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は52.3％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 806百万円 

販売促進費 556 

その他販売経費 786 

従業員給与及び賞与 963 

役員報酬 127 

賞与引当金繰入額 321 

役員賞与引当金繰入額 43 

貸倒引当金繰入額 1 

減価償却費 46 

退職給付費用 2 

租税公課 513 

広告宣伝費 1,680百万円 

販売促進費 408 

その他販売経費 2,393 

従業員給与及び賞与 1,828 

役員報酬 131 

賞与引当金繰入額 530 

役員賞与引当金繰入額 97 

貸倒引当金繰入額 17 

貸倒損失 2 

減価償却費 102 

退職給付費用 2 

租税公課 831 

※２．関係会社との取引により発生した営業外収益は、次

のとおりであります。

※２．関係会社との取引により発生した営業外収益は、次

のとおりであります。

受取利息 140百万円

匿名組合投資利益 312百万円

匿名組合投資利益 2,987百万円

　  　

※３．匿名組合投資利益の内容は、有限会社立川・武蔵村

山レジデンシャルパークとの匿名組合契約に基づく

利益分配金192百万円、有限会社多摩永山情報教育セ

ンターとの匿名組合契約に基づく当期に帰属する利

益の当社持分相当額119百万円であります。

 

※４．匿名組合投資損失の内容は、有限会社東雲レジデン

シャルタワーとの匿名組合契約に基づく当期に帰属

する損失の当社持分相当額308百万円であります。

※３．匿名組合投資利益の内容は、有限会社多摩永山情報

教育センターとの匿名組合契約に基づく当期に帰属

する利益の当社持分相当額2,976百万円、合同会社トラ

ストワンビルとの匿名組合契約に基づく当期に帰属

する利益の当社持分相当額10百万円であります。

※４．匿名組合投資損失の内容は、有限会社東雲レジデン

シャルタワーとの匿名組合契約に基づく当期に帰属

する損失の当社持分相当額109百万円、合同会社青海

シーサイドプロジェクトとの匿名組合契約に基づく

当期に帰属する損失の当社持分相当額260百万円、合

同会社厚木ビジネスタワーとの匿名組合契約に基づ

く当期に帰属する損失の当社持分相当額58百万円、そ

の他６百万円であります。

※５．　　　　　　 ─────── ※５．固定資産売却益は、建物50百万円、土地514百万円

であります。

※６．　　　　　　 ─────── ※６．特別利益に計上されている「解約違約金収入」は、

当社が売主となっていた、土地の売買契約の解約によ

る違約金を計上しております。

※７．固定資産売却損は、車両運搬具０百万円でありま

す。

※７．　　          ───────

※８．固定資産除却損は、建物７百万円、建物附属設備　０

百万円、工具器具備品１百万円であります。

※８．固定資産除却損は、器具及び備品０百万円でありま

す。

※９．             ─────── ※９．特別損失に計上されている「固定資産処分損」は、

建物の取り壊しに係る費用を計上しております。
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前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※10．              ─────── ※10．減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

場所 用途 種類 減損損失額
（百万円）

東京都

中央区

賃貸用

不動産
建物 137

当事業年度において従来賃貸事業目的に保有して

いた固定資産を販売目的に変更し、翌事業年度におい

て建物については取り壊す計画であるため、正味売却

価額を零として評価し、帳簿価額全額を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。

※11．関係会社出資金清算損失は、有限責任中間法人有明

・台場タワーマンション開発研究会の清算損失であ

ります。

※11．関係会社出資金清算損失は、有限責任中間法人立川

・武蔵村山レジデンシャルパークの清算損失であり

ます。

※12．関係会社株式評価損は、有限会社東山レジデンシャ

ルタワーズの減損処理によるものであります。

※12．              ───────

※13．関係会社出資金評価損は、有限責任中間法人立川・

武蔵村山レジデンシャルパーク開発研究会の減損処

理によるものであります。

※13．関係会社出資金評価損は、有限責任中間法人多摩永

山情報教育センター研究会の減損処理によるもので

あります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、及び期末残高相当額 

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

器具及び備品 26 12 14

合計 26 12 14

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両運搬具 3 0 2

器具及び備品　 25 12 12

合計 28 13 15

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8百万円

１年超 6 　

合計 14 　

１年内 6百万円

１年超 8 　

合計 15 　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 4 　

合計 5 　

１年内 1百万円

１年超 3 　

合計 4 　
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年５月31日）及び当事業年度（平成20年５月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年５月31日）

当事業年度
（平成20年５月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  　

賞与引当金 138百万円 

未払事業税 242 　

固定資産税 34 　

不動産取得税 26 　

国庫等補助金 27 　

関係会社株式等評価損 119  

退職給付引当金 3 　

繰延ヘッジ損益 4 　

その他 13 　

繰延税金資産合計 608 　

　  　

　  　

繰延税金負債  　

その他有価証券評価差額金 △9 　

繰延税金負債合計 △9 　

繰延税金資産の純額 599 　

繰延税金資産  　

賞与引当金 225百万円 

未払事業税 444 　

減損損失 55 　

不動産取得税 31 　

国庫等補助金 117 　

販売用不動産評価損 42  

退職給付引当金 3 　

繰延ヘッジ損益 2 　

その他 25 　

繰延税金資産小計 949 　

評価性引当額 △0 　

繰延税金資産合計 948 　

繰延税金負債  　

その他有価証券評価差額金 △2 　

繰延税金負債合計 △2 　

繰延税金資産の純額 946 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％ 

（調整）   
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 1.09％  

留保金課税 2.36％  

住民税均等割 0.04％  

その他 0.92％  
税効果会計適用後の
法人税等の負担率 45.11％  

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

３．外形標準課税制度の適用に伴う法人税等の税率の変

更について

 当事業年度から外形標準課税制度を適用したことに

より、法人事業税率が変更になりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税

率を42.05％から40.70％に変更いたしました。この法定

実効税率の変動により財務諸表に与える影響は軽微で

あります。

３．                ───── 
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり純資産額 50,236円92銭       75,729円26銭 

１株当たり当期純利益 17,116円79銭       32,600円48銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

15,710円18銭

　平成18年９月14日付で株式１株につ

き５株の株式分割、平成19年４月１日

付で株式１株につき５株の株式分割

を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりであります。

前事業年度

１株当たり純資産額

14,277円61銭

１株当たり当期純利益

8,375円14銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。

      31,912円71銭

 （注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 4,869 11,080

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,869 11,080

普通株式の期中平均株式数（株） 284,482 339,879

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
  

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 25,471 7,325

（うち新株予約権）　  (25,471)  (7,325)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

 ─────  ─────
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（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

（百万円）

当期償却額

（百万円）

差　　　引
当期末残高

（百万円）　

有形固定資産        

建物 2,275 142
658

（137）　
1,759 503 96 1,255

船舶 － 1 － 1 0 0 0

車両運搬具 15 22 － 37 19 7 18

器具及び備品 89 107 2 195 95 53 99

土地 2,734 － 1,069 1,664 － － 1,664

有形固定資産計 5,114 273
1,729

（137）　
3,659 619 158 3,039

無形固定資産        

電話加入権 2 0 － 2 － － 2

ソフトウェア 63 39 1 101 28 17 72

無形固定資産計 65 39 1 103 28 17 74

長期前払費用 16 10 － 26 7 4 18

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注） 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 3 17 3 － 17

賞与引当金 340 553 340 － 553

役員賞与引当金 43 97 43 － 97
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

当座預金 989

普通預金 2,012

通知預金 114

定期預金 363

別段預金 7

小計 3,487

合計 3,487

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

双日㈱ 200

㈱フレッグインターナショナル 6

ＳＳＰ特定目的会社 2

唐津　昭広 2

東京防衛施設局 0

その他 6

合計 217

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

29 448 260 217 54.40 101.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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③　販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（百万円）

虎ノ門プロジェクト 1,008.02 5,688

美浜区中瀬プロジェクト 4,654.01 3,210

八丁堀No.6プロジェクト 364.37 2,720

渋谷本町プロジェクト 668.43 1,852

高田プロジェクト 776.33 1,712

その他 17,553.23 18,692

合計 25,024.39 33,877

④　仕掛販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（百万円）

三浦プロジェクト 189,723.09 9,296

原木中山プロジェクト 21,747.51 7,402

四街道プロジェクト 22,107.19 5,621

青海プロジェクト 5,150.00 5,450

市谷砂土原プロジェクト 4,766.94 4,727

その他 198,658.37 83,648

合計 442,153.10 116,146

⑤　貯蔵品

品目 金額（百万円）

 契約及び登記用収入印紙 6

 その他 0

合計 6

⑥　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

前田建設工業㈱ 2,079

フジミビルサービス㈱ 1,277

村中建設㈱ 429

合計 3,786

(ロ）期日別内訳

相手先 金額（百万円）

平成20年６月 988

平成20年７月 2,171

平成20年８月 －

平成20年９月 626

合計 3,786
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　（注）　平成20年６月期日の手形金額には、事業年度末日期日の手形が354百万円含まれております。

⑦　買掛金

相手先 金額（百万円）

東亜建設工業㈱ 1,299

固定資産税・都市計画税 417

鹿島建設㈱ 140

シロックス㈱ 100

東京都税事務所 81

その他 291

合計 2,329

⑧　短期借入金

相手先 金額（百万円）

ファーストクレジット㈱ 4,000

㈱関西アーバン銀行 3,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,878

ＡＩＧグローバル・リアルエステート・アジアパシ

フィック・インク
1,415

日本抵当証券㈱ 1,000

その他 5,746

合計 17,040

⑨　一年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱横浜銀行 3,938

㈱千葉銀行 2,971

㈱東日本銀行 2,800

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,305

㈱あおぞら銀行 2,300

その他 24,125

合計 38,439

⑩　長期借入金

相手先 金額（百万円）

オリックス㈱ 5,200

東京シティ信用金庫 4,600

㈱関西アーバン銀行 4,355

みずほ信託銀行㈱ 3,864

㈱みずほ銀行 2,758

その他 36,802

EDINET提出書類

株式会社プロパスト(E04064)

有価証券報告書

88/96



相手先 金額（百万円）

合計 57,579

⑪　関係会社長期借入金

相手先 金額（百万円）

合同会社青海シーサイドプロジェクト 5,450

ＳＳＰ特定目的会社 3,414

合計 8,865

（３）【その他】

 　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　６月１日から５月31日まで

定時株主総会 　８月中

基準日 　５月31日

株券の種類   １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 　５月31日　11月30日

１単元の株式数 　－

株式の名義書換え 　

取扱場所

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り 　

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

によるをすることができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　http://www.properst.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　 当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第21期）（自 平成18年６月１日　至 平成19年５月31日）平成19年８月30日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

（第22期中）（自 平成19年６月１日　至 平成19年11月30日）平成20年２月15日関東財務局長に提出

(3）有価証券報告書の訂正報告書

平成19年11月12日、平成19年12月21日及び平成19年12月21日関東財務局長に提出

事業年度（第21期）（自 平成18年６月１日  至 平成19年５月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月30日

株式会社プロパスト   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  高橋　文雄　　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  渡邉　秀俊　　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  倉持　政義　　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

ロパストの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロパスト及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月29日

株式会社プロパスト   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  渡邉　秀俊　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  倉持　政義　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  竹本　啓祐　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロパストの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロパスト及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月30日

株式会社プロパスト   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  高橋　文雄　　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  渡邉　秀俊　　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  倉持　政義　　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

ロパストの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

パストの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月29日

株式会社プロパスト   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  渡邉　秀俊　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  倉持　政義　　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  竹本　啓祐　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロパストの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

パストの平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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